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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 定足数に達しており

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る７日設置されました

予算審査特別委員会、補正予算審査特別委員

会及び条例等審査特別委員会の３特別委員会

の委員長、副委員長の互選の結果を報告しま

す。

予算審査特別委員会委員長森三郎委員、副

委員長加澤明委員、補正予算審査特別委員会

委員長舩見亮悦委員、副委員長小比類巻正規

委員、条例等審査特別委員会委員長山本弥一

委員、副委員長藤田光彦委員と、それぞれ決

しました。

それでは、本日の議事は、お手元に配付し

ております議事日程第２号をもって進めま

す。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております質問一覧表のと

おり進めます。

２番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

○２番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。

質問に入る前に、議長のお許しをいただ

き、先般、第８３回日本胃癌学会総会が三沢

市ではじめて開催され、国内外の医師や医療

関係者の多くの方々が参加され、成功裏に無

事終了したことに対し、心からお喜び申し上

げます。

また、この学会の開催のため、日本胃癌学

会の会長で三沢市立三沢病院院長である坂田

優氏をはじめ、研究成果を発表された医師の

皆様並びに総会の準備に携わった関係各位の

皆様の御苦労に敬意を表します。

三沢市立三沢病院は、昨年１１月に新病院

に移転し、最先端のがん医療器材等の導入に

より、地域がん診療連携拠点病院としての役

割がますます重要となってきます。

坂田院長は、この総会のテーマを「創造，

ここからの展開」とされました。三沢市を飛

び立って、初の太平洋無着陸横断飛行に成功

したミス・ビードル号のように、三沢市立三

沢病院から全国、アジア、そして世界に向

け、より質の高い胃がん治療が展開されるこ

とを願っております。

では、質問に入ります。

まず最初に、四川目及び五川目地区の集団

移転跡地利用について伺います。

この件は、平成２０年三沢市議会第４回定

例会で西村議員さんが、この五川目移転跡地

の有効活用に関する質問で、市長は、例えば

基地から流れ込む大量の雨水により、五川目

堤の決壊や国道３３８号の冠水被害を防ぐた

めに、移転跡地と休耕田等を活用した調整池

を設け、市民の、例えば釣り場として活用す

るとともに、体験型農業施設や、あるいはト

レッキングコース、パークゴルフなどをあわ

せて整備することなどが考えられる。そして

今後は、防災や教育、あるいはレクリエー

ションなどといった多様な役割と機能を持っ

た、これまでにない公園整備などを検討して

いくと答弁されています。

その後、市は、この集団移転跡地利用につ

いて、四川目及び五川目地区の約１３５ヘク

タールもの広大な移転跡地による南北分断化

は、三沢市のまちづくりに多大な制約となっ

ているほか、南北の住民の間に疎外感が広が

るなど、市民生活に深刻な影響を及ぼしてい

る等の理由により、五川目地区及びその近傍

に、国直轄事業による(仮称)水辺公園や市民

農園など、市民の憩いの場を整備するよう、

平成２２年度から重点事業要望事項として国

に要望されています。

この移転跡地利用に関する要望は、当市が

抱えるまちづくりのためには非常に重要な要

望だと思います。しかしながら、国に対する

要望内容は、(仮称)水辺公園や市民農園な

ど、市民の憩いの場の整備となっており、余

りにも大まか過ぎて、市長が考えられる公園

整備構想がどう反映されているのか、イメー
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ジがわきません。

そこで、伺いますが、国に対する要望内容

に、市長が考えられている、これまでにない

公園整備がどう反映されているのか、伺いま

す。特に、(仮称)水辺公園の規模、例えば調

整池、トレッキングコース、パークゴルフ場

等の規模並びに防災や教育にどう活用される

のか、具体的に伺います。

次に、文部科学省が実施した小学５年生と

中学２年生を対象とした２０１０年度の全国

体力・運動能力調査について伺います。

この件は、平成２１年三沢市議会第１回定

例会で私は同様の質問をし、当時の教育長

は、三沢市でも全校で体力テストを実施し、

各校の状況を把握しており、全国と同じよう

に、運動する子供と、しない子供の二極化傾

向が見られ、子供たちの体力は低下傾向にあ

ると言える。そのため教育委員会としては、

体力テストの結果を踏まえ、全国と県のデー

タと自校のデータを比較し、低下傾向の種目

に対する対策を講じ、特に、授業において

は、児童・生徒の実態に合わせた指導計画を

立て、バランスのとれた指導を推進するよう

に助言していると答弁されました。

三沢市は、スポーツ少年団等を通じ、野

球、サッカー、バレーボール等を盛んに実施

していますが、近年、少子化が進んでいるこ

ともあり、これらのスポーツに参加する子供

たちが減少し、廃部せざるを得ないクラブ等

があり、ますます運動に参加しない子供がふ

えている状況にあります。

そこで、今回の調査結果ですが、今回の調

査から、従来の全員参加が改められ、小中学

校の１９％を抽出する方式がはじめて採用さ

れ、三沢市の小中学校から参加したかどうか

は不明ですが、青森県内から小学校５年が８

７校で３,０１１人、中学校２年は４２校で

３,１２２名が参加しました。

その結果、本県は、平日に毎日運動してい

る割合は全国平均を上回り、比較的高い結果

にもかかわらず、児童・生徒の体力・運動能

力を得点化した体力合計点で、青森県は、小

学５年男女と中学２年男子の体力合計点は全

国平均を上回りましたが、中学２年女子は、

体力合計点と各種目のすべてで２年連続全国

平均に及ばない結果となりました。特に、

ボール投げが全国ワーストになるなど、全９

種目中７種目で３０位以下、合計点も３７位

と低迷しました。

また、身体調査の結果では、本県の小中男

女は、身長、体重、座高のいずれにおいても

全国１０位以内と体格がよく、肥満児童生徒

の割合も全国平均を超えて多い結果でありま

す。

この結果から、三沢市の場合も県の結果と

同様かどうかは不明ですが、県教育委員会で

は、子供たちの健康増進と体力向上が図られ

るよう、今後も家庭や地域と連携し、学校体

育とスポーツの充実に努めていきたいとコメ

ントされています。

以上のことを踏まえ、三沢市として、この

調査結果を受け、今後どのように活用され、

子供たちの体力改善に取り組まれるのか、次

の点について伺います。

まず一つ目として、県は、体力改善への取

り組みとして、実践的指導法の充実に向け、

教員対象の実技講習会を開くなど、対策を進

めるとコメントしていますが、三沢市ではど

のように参画されるのか、伺います。

二つ目は、県は、子供たちの健康増進と体

力向上が図られるよう、今後も家庭や地域と

連携し、学校体育とスポーツの充実に努める

とコメントしていますが、前の教育長は、特

に授業においては、児童・生徒の実態に合わ

せた指導計画を立て、バランスのとれた指導

を推進するよう助言すると答弁されました

が、これまで実施してこられた成果の進捗状

況を伺います。

また、家庭、地域等と連携した取り組みに

ついて、三沢市としてどのような取り組みを

実施されているのか、伺います。

三つ目は、スポーツ指導員が実施している

キッズスポーツについて伺います。

キッズスポーツは、種目にこだわらず、い
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ろいろなスポーツを楽しむ地域クラブ活動で

ありますが、前の教育長は、三沢市では２０

名のスポーツ指導員がおり、その方が中心と

なり、毎週キッズスポーツを展開し、御苦労

しているとのことですが、このキッズスポー

ツの対象となる子供は何歳以下を対象に実施

され、毎回どのくらいの子供たちが参加して

いるのか、そして、その成果について伺いま

す。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの２番瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

さんの御質問の移転跡地利用につきまして、

お答えをさせていただきます。

移転跡地の有効利用につきましては、市民

の憩いの場として、(仮称)水辺公園の整備を

国に要望しているところであります。

この移転跡地利用や、その規模等につきま

しては、現時点では具体的に提示する状況に

はありませんが、雨水等への対応として、調

整池の整備、体験型農業施設、トレッキング

コースなどが考えられるところであります。

このように防災教育及びレクリエーションと

いった多様な役割と機能を持った、市民がま

さに安らげる場としての整備を望んでいるわ

けであります。

現在、米国人とも交流を図れるよう、体験

型農業施設についても検討をしているところ

であり、今後、早期に整備できるように、引

き続き国と協議をしてまいりたいと、このよ

うに考えております。よろしくお願い申し上

げます。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 瀬崎議員さんの御

質問の全国体力・運動能力調査に関する質問

のうち、１点目の教員対象の実技講習会への

三沢市の参画についてお答えいたします。

全国体力・運動能力調査は、平成２０年

度、２１年度は、全国の小中学校から意向の

あった学校対象の調査でありました。今年度

は、文部科学省による抽出調査となり、三沢

市内の二つの小学校が対象となりました。

種目は、握力、上体起こし、長座体前屈、

反復横跳び、２０メートルシャトルラン、５

０メートル走、立ち幅跳び、ソフトボール投

げ──中学校はハンドボール投げになってお

ります──の８種類で調査を行いました。

青森県教育委員会では、体力向上のあり方

についての実践的な指導法の充実のため、平

成２３年度から体力アップ指導法講習会を３

カ年にわたって開催する予定です。この講習

会は、原則として各学校１名の参加となって

おります。

よって、三沢市としましては、教員一人一

人が専門性を備えた上で、児童・生徒の指導

に当たるために、校内で伝達研修の場を必ず

持つよう周知徹底したいと思います。

これまで当市では、児童・生徒の体力向上

に向け、全国体力・運動能力調査の結果を受

けて、各学校に対して、実態を踏まえた計画

的、継続的な対策を講じるよう具体的に助言

してまいりました。一例としては、低下傾向

にある握力や５０メートル走などの種目につ

いては、授業での工夫や休み時間等で補って

おります。

また、運動する子、しない子の二極化の解

消のために、特に、鉄棒や縄跳び等に関して

は技能検定を設けて、運動の苦手な児童も意

欲的に取り組むことや、全国体力・運動能力

調査結果から、自分なりに目標を持って取り

組むことなどを推進してまいりました。

その結果、平成２０年度と平成２２年度の

調査結果を比較したときに、小学校５年生男

子は、８種目中６種目、女子は２種目、中学

校２年男子は４種目、女子は７種目の向上が

見られました。

全国との比較では、小学校５年男子は８種

目中４種目、女子は６種目、中学校２年男子

は３種目、女子は５種目が全国平均を超えて

おり、取り組みの成果が着実にあらわれてき
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ております。

また、スポーツ少年団や部活動において

は、一つの目安となる、平成２０年度に三沢

市スポーツ奨励賞を受賞した児童・生徒が１

１５名であったのに対し、平成２２年度では

１９１名と大幅に増加しております。

学校体育による体力の向上が各種スポーツ

の基礎・基本となり、競技力向上にもつなが

るものと考え、今後とも児童・生徒の体力向

上とともに、スポーツ振興も推進してまいり

たいと思います。

次に、２点目の家庭、地域と連携した取り

組みについてお答えいたします。

市内全小中学校では、児童・生徒の体力向

上のために、全国体力・運動能力調査と同様

の種目から成る新体力テストを実施しており

ます。その際、個人カードや学校だよりを家

庭に配付するなど情報提供し、学校と家庭が

情報連携から行動連携し、親子が一体となっ

て体力向上に努めております。

また、学年ごとでの親子レクリエーション

にスポーツを取り入れ、体を動かすことの喜

びを親子で体験するなど、家庭との連携を強

化した体育的教育活動も、各学校でそれぞれ

特色を生かし実施しております。

さらには、市主催である市民の森周辺を散

策する市民ウオークの集い、年代別に競技す

る市民ドッジボール大会、市内小学生と基地

内小学生、さらには、保護者同士が触れ合う

国際子供アイスフェスティバル等、多くの子

供から大人まで参加できる事業により、家

庭、地域の連携を図っております。

また、体育的な取り組みのほかに、各学校

において学校保健委員会を組織し、講師を招

いての歯・口の健康づくり、性に対する講

話、老人クラブ等のゲストティーチャーを活

用した食に関する指導等、地域の教育力を活

用した取り組みを数多く実施しております。

その結果として、特に今年度は、三川目小

学校が青森県学校歯科保健優良校の１位とな

りました。このほかに、三川目小学校では弁

当の日を設定し、青森県食育サポーターの協

力のもと、学校で弁当づくりを行い、その

後、日を改めて家庭で弁当づくりをする取り

組みを行っており、児童、保護者から有意義

だったという感想が数多く寄せられていま

す。

以上のように、体や心の健康、食育など、

バランスよく指導しながら、児童・生徒の体

力向上を図ることが肝要ととらえておりま

す。そのためには、学校・家庭・地域が連携

し、さらに、融合した各活動の中で、一体と

なった教育活動の実現を推進してまいりま

す。

次に、３点目に移らせていただきます。

キッズスポーツの参加状況、成果等につい

てお答えいたします。

キッズスポーツクラブは、平成１２年９

月、文部科学省が策定したスポーツ振興計画

により、スポーツ振興を通し、子供の体力の

向上方策や地域におけるスポーツ環境の整

備・充実方策が定められ、この政策目標達成

のために必要な活動拠点として、総合型地域

スポーツクラブを全国各市町村に設置するこ

とになりました。

当市では、平成１６年、市内児童を中心と

して、キッズスポーツクラブを設置し、各軽

スポーツ教室を実施し、また、レクリエー

ション、バーべキュー会等による会員及びそ

の家族との親睦を図り、これまで子供たちへ

スポーツをする機会を提供してまいりまし

た。

また、生涯スポーツ人口の観点から、成

人、高齢者等にも加入を呼びかけるため、現

在は、名称をスポーツクラブみさわと変更

し、活動を行っております。本クラブへの入

会の年齢につきましては、特に制限は設けて

いませんが、本年度は、小学生会員６０名、

成人会員２０名、指導員１５名、計９５名で

活動しております。

小学生の活動状況につきましては、４月か

ら翌年２月までの１１カ月間、月２回程度、

１５種目の軽スポーツ教室等を実施し、１回

約４０名が参加しております。
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クラブ設置から本年で６年を経過し、でき

るだけ多くのスポーツをする機会を提供して

まいりました。このことにより、子供たちに

基礎体力の低下傾向に歯どめをかける一助に

なっているものと考えております。

また、来年度からはさらに活動拠点を広

げ、地域住民との交流が深められる事業を設

けるとともに、指導員を中心に市体育協会傘

下の競技団体との連携を密にし、これまで以

上に子供たちのスポーツする意識の高揚を

図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ２番。

○２番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとうご

ざいました。何点か再質問させていただきま

す。

まず、移転跡地について再質問します。

市長は、五川目堤の決壊や国道３３８号の

冠水被害を未然に防ぐためには調整池の整備

が必要であり、あわせて、その調整池を市民

の釣り場として活用したいとの考えでありま

すが、その必要性はよく理解できます。

釣り場として活用できるのであれば、かな

り大きな調整池を想像します。仮に大きな調

整池が整備されたら、市民の釣り場として、

また、越冬のため日本に飛来する渡り鳥等の

休息場所になることが予想されます。釣りや

渡り鳥の観察等でたくさんの市民の方が訪

れ、新しい市民の憩いの場となると思いま

す。

しかし、この場所は、航空機が離陸、着陸

する進入表面下にあるため、渡り鳥等がこの

場所を通過することがさらにふえると思いま

す。航空機にとって今まで以上に危険になる

ことが予想されます。航空機にとって鳥とい

うのは非常に危険な相手でありまして、毎

年、大きな事故には至っておりませんが、鳥

との衝突は多く発生しております。特に、離

陸、着陸時の鳥との衝突は非常に危険な状態

になります。

市として、航空機事故の未然防止を要望さ

れていますが、五川目堤の決壊や国道３３８

号の冠水被害を未然に防ぐ調整池の必要性は

よくわかりますが、やはりその規模というの

は、渡り鳥等の休息場所にならないよう必要

最小限の調整池にすべきだと思いますが、そ

の点について再質問します。

次に、市長のほうからパークゴルフ場の整

備については何も触れなかったのですけれど

も、パークゴルフというのは、昭和５８年に

北海道中川郡幕別町で生まれ、現在、パーク

ゴルフ場は、全国に約２２０カ所、青森県内

でも４カ所整備されています。ホール数は、

少ないところで９ホール、多いところで１０

８ホールと、その規模はさまざまですが、平

均的には３６ホールが整備されているところ

が多いようです。

パークゴルフはゴルフと違いまして、１本

のクラブを最初から最後まで使ってコースを

回る、子供からお年寄りまでみんなが気軽に

楽しめるスポーツで、パークゴルフをするこ

とにより、自覚的健康度の向上、社会的交

流、運動による精神的な満足度の向上といっ

た効果があり、生涯にわたる健康づくりの一

方法だと考えられています。

実際、高齢者の皆様は、近くの公園でゴル

フを楽しんでおられますが、公園は狭く、思

う存分なプレーができず、かつ、ゴルフをす

るために公園内の草刈りの頻度が多く発生

し、高齢者の皆さんにとって草刈りが非常に

重労働となっております。

市として、市民の皆様が気軽に楽しめて、

地域交流の場、そして、健康づくりのための

パークゴルフ場の整備を推進すべきと思いま

すが、その点について再質問いたします。

体力テストについては、かなり取り組んで

おられますけれども、家庭と地域との取り組

みについて再質問いたします。

児童・生徒の健全な発育・発達を促し、丈

夫な体をつくる運動やスポーツ実践のために

は、食事や睡眠は欠かせません。これを支え

ているのは家庭であります。

ある小学校では、家庭と連携した食育を通

じ、朝御飯の定着化と質の向上を図るととも
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に、継続的な運動や遊びを通じ、運動量の確

保と内容の充実を図ることにより体力向上を

目指しています。

さらには、新体力テストの結果による学年

課題、個人課題の達成目標を設定して、児童

の主体的な活動を推進するとともに、生活習

慣では、家庭の役割として、早寝、早起き、

朝御飯の徹底を位置づけ、連携を図っており

ます。

その成果として、朝御飯の摂取が１００％

となり、肥満傾向の児童の割合も低く、新体

力テストでは、全学年が全国平均を上回る結

果を出しております。

三沢市もこのような家庭と連携した食育の

取り組みを実施する必要があると思います

が、その点について再質問いたします。

また、スポーツ指導員によるキッズスポー

ツですが、参加する子供たちが、そのキッズ

スポーツを通じ、スポーツの楽しさを感じ、

もっといろいろなスポーツをやってみたいと

いう醸成の場になればよいと思います。

ある地域では、地域ＰＴＡと連携・協力

し、地域の人材、施設等を活用することで、

地域の人との触れ合い、安心感のある関係が

模索でき、積極的にスポーツに参加しようと

する児童がふえている事例もあります。学校

内での取り組みや地域と連携した取り組みを

もっと積極的に推進し、健全な子供を育成す

る必要がある思います。

三沢市もスポーツ指導員が実施するキッズ

スポーツを通じ、学校、ＰＴＡ、各種体育協

会やスポーツ少年団等との連携を図り、特

に、運動をしない子供たちが各種スポーツ等

に積極的に参加できる組織的な取り組みをす

べきだと思いますが、この点について再質問

します。

以上でございます。よろしくお願いしま

す。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

二つのことが質問になったと思います。

一つは、施設の整備の中で、パークゴルフ

場も考えられるのではないかということだっ

たと思います。以前にもたしか西村議員さん

の質問に答えたような気がしております。そ

の整備の中で、パークゴルフはあるのかとい

うようなことも聞いた覚えがあります。

当然ながら、施設の整備については、さま

ざま考えられるわけでありますが、その一つ

の中でパークゴルフというのもあるわけであ

ります。

これは、議員もおっしゃるように、施設の

整備については、国の直轄事業というような

ことでお願いをするわけであります。しかし

ながら、維持管理については三沢がやるとい

うことになるわけでありまして、パークゴル

フ場は、内容はしっかりとは覚えておりませ

んが、いずれにしても、手入れとかそういう

ものが非常に煩雑で、維持管理費がかかると

言われております。

したがって、近年の財政事情を考えます

と、現段階では、パークゴルフ場の整備は相

当検討せざるを得ないなと、そんな思いをし

てございます。

それから、池の面積が広大になりますと、

そういう渡り鳥とかハクチョウなどが飛来し

て、そのことによって航空機の飛行に支障が

出るのではないかと、こういう質問だったと

思います。

これは、水鳥などが生息する可能性も当然

考えられるわけであります。この対策とし

て、池の形状や規模、またはハクチョウなど

が飛来する季節によって、いわゆる水面の面

積を、当然ゲートをつくるわけでありますの

で、調整するような水門とか、そういうのを

設置して、ＪＡＬとか、あるいは航空自衛隊

をはじめとする関係機関と十分協議したい

と、このように考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 瀬崎議員の再質問

にお答えいたします。
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食育等、家庭と連携した形での実施と、今

後どうあるべきかという質問だと思います

が、お答えいたします。

先般、三川目小学校で弁当の日という取り

組みを行いました。その際に、子供と保護者

の皆様に同じアンケートをとらせていただき

ました。子供は、やってよかった、お父さ

ん、お母さんの大変さもわかった、食育の正

しい習慣等も勉強できたという回答が大半で

ございました。

ただ、保護者のアンケートは、大方、７割

ぐらいは子供と一緒なわけなんですが、時期

がまだ早いですとか、家庭においては大変で

あるとか、さまざまな問題等も幾つか出てま

いりました。そのような意見が、非常に今回

実施してみて、大事なことではないかなと

思っております。

この弁当の日については、野坂議員さんが

御提言なされて、教育委員会で実施したわけ

ですが、その結果については、先般、校長会

で今回の内容を報告したわけなんですが、そ

こら辺の保護者の物の考え方、または意識の

格差の是正、それが今後非常に大きな課題に

なるのではないかと思っております。

ただ、これは、各家庭によって生活習慣、

または、お仕事等で時間帯等大変なこともあ

ると思います。また、一律でないものもある

と思います。そういうようなところは、今

後、今回活用させていただきました青森県の

食育サポートアドバイザー、または給食セン

ターの担当者、そして学校の担任の先生、ま

たは保健指導をなさっている先生等、もちろ

ん管理職等も教育委員会も入りまして、その

反響をきちんと精査した上で、また、環境づ

くりをきちんとして、その問題を切り口に一

つ一つ解決していけば、一人でも多く、瀬崎

先生のおっしゃるようなことに近づくのでは

ないかと思っております。

次に、キッズスポーツの振興でございます

が、現在、１５種目となっております。年々

回数も参加者も多くなってきております。

実際実施している種目でございますが、軽

スポーツという分野でございます。軽スポー

ツというのは、とらえ方によってはさまざま

あるのですけれども、俗に学校の分野では、

中学生ぐらいまでの部活動ができる体力のス

ポーツ並びに高齢者の方も子供たちと一緒に

やれるスポーツということで、最近、例えば

ソフトバレーボール教室でありますとか、

ボールを小さくして、やわらかくして、そし

て、けがのないように、そして、みんなで楽

しめるようにということで、例えばドッジ

ボール等も、ボールが、低学年は小さく、や

わらかく、高学年は当たり前のボールと、そ

ういうようなものもだんだん進化してまいり

まして、そんなことも踏まえて、体育指導員

の中の１５名の方に、今、参加してやってお

りますけれども、委員会の市民スポーツ課の

スタッフも、都度、全員が出て実施しており

ます。

特に、これからは種目に偏ることなく、例

えばウオークの集い等は非常に回数が多うご

ざいます。最後のウオークの集いは、奥入瀬

渓流をみんなで歩くと、そして御飯を食べる

と。そういうふうな工夫を凝らして、何か目

標を一つ持たせた上で、レクリエーションの

ほかに一つの、ここまでやれるのだというこ

とをきちんと指導員の方にもお願いをしつ

つ、また、委員会でもそういうような目標設

定をして、これからも推進してまいりたいと

思っております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ２番。

○２番（瀬崎雅弘君） １点だけ再々質問さ

せてもらいます。

特に、食育の話でもって、学校で弁当の日

とか、そういうのは非常にいいと思います。

私が一番懸念しているのは、朝御飯、やはり

朝御飯をしっかり食べるということを子供た

ちに定着させることが必要かと思っていま

す。

したがいまして、各学校で、ちゃんと子供

たちが確実に朝御飯を食べて学校に出ると

か、そういうところの調査をしていただきま
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して、子供たちの食育、朝御飯をとることに

よって健康な体になるというところの考え

方、これをしっかりさせていただきたいと思

いますので、もう一度、朝御飯の定着化とい

うことに関して、教育委員会として調査、も

しくはどういう指導をされているのか、

ちょっと伺いたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

します。

今、瀬崎議員さんが御質問なさった朝御飯

の調査、または、朝早く起きて準備を整え

て、一日をしっかり、学校へ行くというよう

な体制をとるということだと思います。

これについては、定例の校長会等で、常日

ごろ各学校の校長から報告は受けています

が、委員会として、今お話しあったことの事

項についてはきちんと調査をしまして、アン

ケートをとりまして、そして、各学校の比

較、そして問題点、また、よさ、悪さもある

と思いますので、そこら辺のところは結果に

学んで、いいところ、悪いところをきちんと

明確にして、各学校に対処してまいりたいと

思います。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、２番瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番西村盛男議員の登壇を願います。

○１３番（西村盛男君） おはようございま

す。１３番至誠会の西村盛男でございます。

早速ではございますが、通告に従い、協働

のまちづくりに関しまして、２点御質問させ

ていただきます。

近年、協働のまちづくりという言葉をよく

耳にいたします。その意味は、地域にかかわ

るさまざまな人、組織、団体等がそれぞれ平

等な立場、つまりは、それぞれがパートナー

として、共通の目標を実現するために連携・

協力しながら進めていくまちづくりでありま

す。

この協働というものが重要視されている背

景といたしましては、我々の生活する現代社

会において、核家族化などの影響から、人と

人とのつながり、きずなというものが希薄化

してきている傾向であるとともに、地方を取

り巻く社会情勢の大きな変化に伴い、そこに

暮らす住民のニーズや価値観も多様化、ま

た、複雑化してきていることが挙げられてお

ります。

このことは、決して対岸の火事などではな

く、当市におきましても町内会加入率の低下

等々、さまざまな面において地域コミュニ

ティが弱体化してきている、そのように実感

いたしますし、そのような現状がございま

す。

そういう中におきまして、協働のまちづく

りというものが当市においても広く周知さ

れ、市民一人一人が、みずからまちづくりに

参加してみようと、そういう機運が今後、こ

の市の中において高まっていったとすれば、

今よりも三沢らしさが生まれてくるであろう

し、地域の連帯感も今よりもさらに生まれて

くるであろうと私は考え、将来的にこの三沢

市の地域力アップにつながるものではなかろ

うかと考えているところでございます。

やはり暮らす人々が、連帯感を持って子々

孫々まで誇れる三沢市にしていきたいと考え

ているのは、もちろん私だけではないでしょ

う。しかしながら、協働のまちづくりを推進

するに当たり、一言で言えば、行政と市民と

いいますか、その関係性、バランスが難しい

のではないかと、そうとも思うのでありま

す。

あくまで、最終的には、協働のまちづくり

を進めるに当たり、重要なところは、住民の

意識改革によるところが大きいですし、例え

ば行政側が施策を無理強いといいますか、押

しつけがましくなってもいけませんし、逆

に、市民側が先行し過ぎても協働というもの

のバランスは保たれない、協働のまちづくり

は実現に至らないものと考えておるところで

ございます。

これには、住民との信頼関係、まちづくり
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に対する意思統一をどのように行うか、市と

しましても大変苦慮されているところではな

いかと思いますし、現在、さまざま行われて

いる施策、それも今後、引き続き御期待いた

しますところでもございます。

このような中、当市に目を移しますと、平

成２１年７月に三沢市協働のまちづくり市民

会議が設置されましてから、約２年間にわた

る活動の集大成として、本年２月１４日、市

民会議のほうより市長に対し、提言書の提出

がなされたとお聞きしております。

この提言書、私も拝見させていただきまし

たが、協働のまちづくりの体制づくりに向け

た指針がまとめられておりまして、私自身も

大変勉強させていただきました。今回、策定

に当たられました委員並びに関係者の方々の

御苦労に対しましては、心から敬意を表する

次第でございます。

また、それと同時に、委員の皆様、つま

り、市民の方々の思いが詰まったこの提言

書、これは非常に重いものであると考えま

す。この先、この提言書、この内容を最大限

に活用し、市政運営、協働のまちづくりを進

めていただきたいと考え、これより、次の２

点について御質問させていただきます。

まず１点目は、提言書をごらんになっての

見解、こちらをお話しいただきたいと思いま

す。

２点目は、この提言書をもとに、これから

さまざま検討をなされていかれると思います

が、三沢市総合振興計画、六つの基本方針の

中の一つに、健全で開かれたまちづくりを掲

げておられる種市市長は、今後、協働のまち

づくりをどのような形で進められていくの

か、お伺いいたします。

以上で、私の一般質問を閉じさせていただ

きます。御答弁のほどをよろしくお願いいた

します。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１３番西

村盛男議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの西村議員

さんの御質問についてお答えをさせていただ

きたいと存じます。

協働のまちづくりに関する質問の第１点目

の提言書に対する意見あるいは感想について

でありますが、このたびの提言書は、三沢市

の協働のまちづくりの推進を図るため、平成

２１年７月に市民１５名によって設置されま

した三沢市協働のまちづくり市民会議により

まして、提言までの１年７カ月の間に１７回

の検討会が開催され、まとめ上げられたもの

であります。

この提言書には、市民会議の皆さんの協働

のまちづくりに対する希望や熱い思いが込め

られておりまして、その重要性を大いに感じ

ているところであります。このすばらしい提

言書が市民の皆様のお力によりまとめ上げら

れたことに対しまして、衷心より感謝申し上

げますとともに、その実現を図ってまいりた

いと考えているところであります。

次に、御質問の２点目でありますが、提言

書をどのように具体的に形にしていくのかと

のお尋ねでありますが、去る２月１４日に、

参画いただいた市民会議の皆様から提言書を

提出していただいた際に、皆さんの思いやお

話を伺い、また、その内容を読ませていただ

きまして、その提言書をしっかりと受けと

め、庁内での検討を重ねて、三沢市協働のま

ちづくりの推進指針を策定してまいりたい

と、このように考えております。

また、協働のまちづくりについて広く理解

をしていただくために、策定された指針の概

要版を作成しまして、町内会、ＮＰＯ法人、

市民活動団体等に配付してまいりたいとも考

えております。

さらに、庁内におきましては、三沢市協働

のまちづくりの推進指針を推し進めるため

に、各種研修会あるいは講習会を開催しまし

て、まず、職員への周知を図ってまいりた

い、このようにも考えております。

また、ＮＰＯ法人及び市民活動団体等が横

断的に意見の交換や、あるいは交流できる組
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織づくりや、あわせて、その拠点となる施設

の整備に向けて検討してまいりたいと考えて

おります。

私からは以上であります。

○議長（馬場騎一君） １３番。

○１３番（西村盛男君） 市長、御答弁まこ

とにありがとうございました。

１点、再質問させていただきたいのです

が、２点目、今後どのように協働のまちづく

りを推進していくのかという点なのですけれ

ども、先ほど、市長の御答弁では、まず、提

言書をいただいて、そちらを庁内で検討して

いくと。また、概要版を市民周知のために団

体等々にお配りして、それにあわせて、主に

職員の方を対象にした研修会等々をやってい

くと、それで庁内のほうも強化を図っていく

と、そのような内容だったと思うのですが、

私、ちょっとお聞きしたところで資料をいた

だいたら、八戸市が近場ではかなり進めてお

られまして、平成１７年には、まちづくりの

ルールを定めた基本条例という名前なのです

が、こちらが策定されていたり、非常に進ん

でいる自治体が近くにもあると。

その中で、八戸市は、八戸市市民活動促進

指針とか、市民活動をどのようにやっていけ

ば協働というものがなし得るのかというもの

とか、八戸市地域コミュニティ振興計画と

か、地域はどのような立ち位置というか、動

き方をするのかとか、さまざまこういったも

のがスピーディーに八戸は策定されておりま

して、本当に八戸にも三沢と同じような協働

のまちづくり市民会議というものがあったそ

うなのですが、そこで答申を受けたら、その

２カ月、３カ月後ぐらいに、既にこういう形

で、八戸市からこういう指針というか、こう

いった形に本にして出しておられると、方向

性をつけられておられる。

そのようなところが近くの自治体にある中

で、具体的に、今、提言書をいただいたばか

りで、なかなかお話しにくいことかもしれま

せんけれども、今後、種市市長も協働のまち

づくりを目指したいというお気持ちを持って

いると私は思うのですが、その中では、もし

種市市長の中にイメージがあるとすれば、大

体どれくらいのころに、このような形が少し

ずつあらわれてくるのかと、そういうことを

頭の中に、お気持ちの中にあるのであれば、

もう少し具体的にお聞きしたいと思っての再

質問でございました。よろしくお願いいたし

ます。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをさ

せていただきます。

八戸の事例等については、私も資料の中で

勉強をさせていただきました。大変な活動を

しているなというのが印象でありますが、い

ずれにしても、私どもは今そのことにスター

トをするわけでありまして、一番大事なこと

は、やはり協働の必要性といいますか、まと

めてもらった指針、そういう内容を市民の皆

さん方に、まず理解をしてもらうことが一番

重要だなと思っております。

そんなことで、いろいろ概要版をつくった

り、あるいは交流の場をつくったり、いろい

ろ説明、団体等の横断的なものもありますけ

れども、まず、我々の職員が、縦割りではな

くて、縦割りもありますけれども、やはり横

断的に、全体的なまちづくりの必要性をまず

知ってもらってというようなことの中で、そ

ういう組織がもし将来できればいいなと、そ

んなことも考えながらやっていきたいなと思

います。

また、協働のまちづくりは、既に始めてお

りますけれども、やはり町内会等も加入率が

６２％というようなことで、非常に低いわけ

であります。そんなことも非常に大きなネッ

クになっておりますが、事例というものを発

表会をやるとか、そして表彰するとか、そう

いう波及効果というものもどんどん出して

いって、全体的にそういう方向を目指したい

なと、そんな思いもしております。

いずれにしても、その全体すべてを申し上

げることはまだできないわけでありますが、
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そういうことを考えながら進めてまいりたい

と思います。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 以上で、１３番西村

盛男議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

○１１番（春日洋子君） １１番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い、質問

してまいります。

はじめに、健康問題のがん検診の受診率向

上対策についてお伺いします。

日本は、３人に１人はがんで亡くなるとい

う、今や世界一のがん大国となっています。

がんになる原因として、喫煙や過度の飲

酒、肥満などが指摘されていますが、がんを

防ぐ決定的な方法はありません。

そこで、がん検診で早期発見することが最

も重要となります。ところが、日本のがん検

診の受診率は、欧米の七、八割に比べ、２割

程度と極端に低く、がん大国でありながら、

がん検診では欧米に大きくおくれをとってい

るのが実態です。

がんになれば、手術や抗がん剤など、治療

費は高く、家庭の負担が重くなり、働き手の

人材を失う日本社会の損失もはかり知れませ

ん。

こうした事態を打開し、命を守ることこそ

政治の最優先課題であると、国は、がん対策

を国家プロジェクトに位置づけるため、２０

０６年４月、がん対策基本法を制定、翌年の

２００７年には、同基本法の理念に基づいた

がん対策推進基本計画が策定されました。

同基本計画では、１０年後のがん死亡を２

０％減らすことを明記、そのため、２０１１

年度まで、がん検診受診率５０％以上を目指

すことを掲げています。

この基本計画を受け、受診率向上のために

突破口を開いたのは、乳がん、子宮頸がん検

診の無料クーポンです。がんの撲滅を目指す

日本対がん協会が、同事業導入の政策効果を

検証したところ、検診受診者が大幅に増加し

たことに加え、特に、子宮頸がんや、その前

段階の症状である異形上皮の発見率が大きく

向上したことが明らかになりました。

今回の調査は、クーポン導入から２年がた

ち、受診者数の推移のほか、がん発見率にど

う貢献したかなどを検証したものですが、そ

れによりますと、子宮頸がん検診の受診者数

は、クーポン導入前の２００８年度が約１２

７万人だったのに対し、導入された２００９

年度は約１５％増の１４６万人に、このう

ち、がんになる前の状態である異形上皮が見

つかった人は、２００８年度は３,６０８人

でしたが、２００９年度には１,４１１人ふ

えて５,０１９人となっており、発見率も０.

３％伸び、統計をとり始めた１９７４年以降

最高となりました。

また、子宮頸がんの発見数についても、２

００９年は２００８年度より２７４人ふえて

９４７人となり、増加率は４０.７％に上っ

ています。

さらに、クーポンを利用した検診受診者数

については、２０歳、２５歳、３０歳、３５

歳、４０歳の対象年齢の２００９年度の受診

者数が９万３,２１５人で、前年度比２.６倍

に拡大、特に２０歳では５,１３２人で、９.

６倍となりました。

今回の検証結果について、同協会の塩見事

務局長は、異形上皮での発見率が最高値を示

したことに着目し、子宮頸がんは異形上皮か

ら徐々に進行していくため、この段階での超

早期発見が伸びた意義は大きいと強調してい

ます。このことは、処置も容易で、生存率も

ほぼ１００％と高く、治療によって、妊娠、

出産の機能も維持できるためです。

さらに、無料クーポン事業の受診勧奨効果

については、これまで関心の低かった人たち

が個別に勧奨された結果、検診に出向いたと

言えることであり、この政策は継続するべき

だと指摘しています。まさに、対象者に無料

券を配付した個別勧奨が検診率の向上に結び

ついたと言えます。

以上、述べてまいりましたように、全国的
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には受診率がアップしてきている状況がわか

りますが、１点目、本市においては、乳が

ん、子宮頸がんの無料クーポン導入により、

受診者数の推移はどのようになっているか、

お伺いします。

次に、子宮頸がんに予防効果があるとされ

ており、既に海外では７０カ国以上で承認さ

れ、公費助成も行われている子宮頸がん予防

ワクチンは、日本においても２００９年１２

月から発売されるようになりました。子宮頸

がんの組織の９９.７％からヒトパピローマ

ウイルスが検出されるため、子宮頸がん発生

には、このヒトパピローマウイルスの感染が

深く関係していると考えられており、このウ

イルス感染を予防することが、子宮頸がんの

予防として極めて有効性が高いと見られてい

ます。その効果は、ワクチン接種により、感

染率は約７３％下がるとされています。

厚生労働省研究班が昨年９月に実施したア

ンケートによると、女性の約８割近くが、こ

の子宮頸がん予防ワクチンを知っており、７

割の人が自分も接種したいと考えていること

がわかり、国民的な関心の高さが示されまし

た。

しかし一方で、筋肉注射のため、接種後

二、三日痛みが続いたり、体が多少だるくな

ることがあることから、安全性を心配する声

もあると言います。

また、定期接種ではない任意接種の予防注

射は受けなくてもいいのではないかと受けと

めている保護者も数多くいると言われ、ワク

チンがなぜ有効であり、必要なのか、しっか

りと理解をしてもらうことが重要です。

以上の観点から、２点目、本市においても

子宮頸がん予防ワクチン接種についての安全

性や有効性の正しい情報の啓発が必要である

と考えますことから、その取り組みについて

お伺いします。

また、２月２２日には、共同通信社が住民

がん検診について、全国自治体に行った調査

結果を発表しました。１,７９７自治体中１,

４１６自治体からの回答によりますと、がん

検診で重要と考える取り組みでは、受診率向

上を第１位とした自治体が５８％で最多でし

た。また、その最大の障害は、住民の関心不

足と見る自治体が７２％に達していることも

明確になりました。普及啓発活動の充実が必

要と考える自治体も４９％あり、早期発見・

治療に欠かせない検診を浸透させるために、

積極的なアピールが求められています。

一方で、無料クーポンによって、乳がん、

子宮頸がんの検診受診率は飛躍的に向上した

反面、胃がんや肺がん、大腸がんなどの検診

率は、前年並みか、それを下回っていること

もわかっており、日本は、がん治療の技術で

は世界トップクラスですが、検診率の低さか

ら、がん対策後進国とも言われていることを

考え合わせると、がん検診の現状を知り、き

ちんとした政策を立てることが求められてい

ます。

そこで、３点目、本市においての乳がん、

子宮頸がん、胃がん、肺がん、大腸がんの受

診率５０％を目指した取り組みについてお伺

いします。

続いて、まちづくり問題の買い物弱者の支

援についてお伺いします。

買い物弱者とは、近隣の商店街の衰退や小

売店の閉店などにより、歩いていける範囲内

で営業している店舗が減り、食料品など日常

の買い物が困難になっている人のことであ

り、昨今、社会的に大きな課題となっていま

す。

経済産業省が発表した地域生活インフラを

支える流通のあり方研究会によりますと、全

国の６０歳以上の方に地域の不便な点をアン

ケートで聞いたところ、日常の買い物が不便

という声が１６.６％と最も高くなってお

り、車や移動手段がなくて買い物ができな

い、バス停まで遠くて歩くのがつらいなど、

買い物弱者の数は全国で約６００万人と推計

されています。

このような買い物弱者を解消するための方

策には、地域の実情に合わせ、さまざまな視

点からの取り組みが検討されていますが、流
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通の視点では、商品宅配サービスや、イン

ターネットで注文を受けて商品を個人宅まで

配送するネットスーパーも広まっています。

福島県では、ヤマト運輸と地方スーパーが

連携して、高齢者にも使いやすいタッチパネ

ル式注文機を高齢者が集まりやすい集会場等

に設置する取り組みが始まりました。

また、新潟県三条市のさんじょう御用聞き

笑店街では、地元の商店会有志約２０名が中

心となり、高齢化率４２％を超える三条市中

心部地域限定のネット商店街事業を昨年度よ

り運営しています。

参加店の年会費は１万円、登録客数は約２

００名で、配達世帯は、当初の７,６００世

帯から、現在は２万世帯。三条市の人口は約

１０万人の３万４,０００世帯です。注文

は、メール、ファクス以外にも、電話でも可

能であり、お買い上げが幾らでも１回３００

円で配達してくれます。

運転手は、参加店の経営者５名が交代で担

当し、売り上げ伝票も請求書も事務所のパソ

コンで一括管理、参加店はメール、ファク

ス、電話で注文が来たら、商品を用意してお

けば、担当の運転手が翌日の午後２時から６

時の間にとりに来て、お客様に配送し、月末

締めで、翌月にまとめて売上金が入金されま

す。

１人で受け付けを担当する専属の女性ス

タッフが人気で、あなたの声が聞きたくて注

文するよという高齢者の声もあると言いま

す。

システムが始まって１年を経過し、買い物

支援から高齢者見守り支援の要請も対応して

いるとのことです。

ここで一つの課題は、参加店によっては注

文数に大きな隔たりがあることです。パンや

お米、調味料の注文は多いのですが、お花や

肉、果物などは実際に見て買いたい傾向があ

るようで、注文は少ないそうです。

ネットスーパーのほかにも、移動販売用の

車両を自治体が無償貸与したり、単身高齢者

世帯の宅配、買い物代行サービスの利用に１

回１００円の補助をしているところもあるな

ど、各地で徐々に支援策が進んでいます。

そこで、本市の買い物弱者の実態をどのよ

うに把握しているか、また、本市の買い物弱

者対策としてどのような対策を検討されてい

るのか、お伺いします。

最後に、新成人との意見交換会についてお

伺いします。

種市市長と新成人との意見交換会が和やか

に開催された様子が、新聞報道、また、広報

みさわ３月号に掲載されたところであり、私

も笑顔で話している新成人の表情と、そのお

一人お一人の意見を紙面で拝見し、とても有

意義なものであったのではと感じております

が、本日、改めて意見交換会の内容はどのよ

うであったのか、また、今後も開催を継続し

ていくお考えはあるか、お伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１１番春

日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さんの御質問のうち、新成人との意見交換に

ついては私から、その他については担当部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と思います。

今回の懇談会は、当市について理解を深

め、市への思いや、あるいは市の将来を語り

合うことで、あすを担う市民としての郷土へ

の誇りと責任と自覚を高めていただくととも

に、若い世代の御意見を伺うという趣旨で公

募あるいは職場からの推薦を受けましてやっ

たわけでありますが、社会人と学生、９名に

御参加をいただきました。１月２９日に開催

をいたしたわけであります。

懇談会の内容につきましては、三沢市を元

気にするために自分たちでできることや、三

沢で暮らす上での課題や提案などについて御

発言をいただいたと。その懇談会では、公共

施設の有効利用、それから地元企業への積極
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的な従業員の採用、遊休農地の有効活用、ア

メリカ村を中心とした商店街の活性化及びイ

ベントの積極的な参加などの御意見をいただ

きました。

このような意見を伺いまして、若者たちの

強い郷土愛といいますか、心意気を大変頼も

しく感じたところであります。

この懇談会によりまして、市に対する思い

や率直な御意見を聞くことができたわけであ

りまして、私にとりましては大変有意義で

あったと思っております。

将来の三沢市を担っていく若者たちの貴重

な御意見を、そういうことで市政の参考にさ

せていただきたいと、このようにも考えてい

るわけであります。

次に、今後の開催の継続についてでありま

すけれども、私にとりましても、このような

場を持ち、さまざまな御意見を伺う機会は非

常に重要であるということから、今後も継続

してまいりたいと、このように思っておりま

す。

なお、９名ということで、若干少なかった

と思っておりまして、今後はより多くの方々

が参加できるような方法や時期等もさらに検

討してまいりたいと、このように考えており

ます。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

第１点目、乳がん、子宮がんの無料クーポン

導入による当市の受診者数の推移についてお

答えいたします。

がんは、我が国において、昭和５６年から

死亡原因の第１位でございまして、がんによ

る死亡者数は年間３０万人を超える状況でご

ざいます。

しかし、診断と治療の進歩により、早期発

見、早期治療が可能となってきていることか

ら、がんによる死亡者数を減少させるために

は、がん検診の受診率を向上させ、がんを早

期に発見することが極めて重要でございま

す。

特に、女性特有のがんにつきましては、検

診受診率が低いことから、平成２１年度に女

性特有のがん検診推進事業が新設され、一定

の年齢に達した女性に対し、乳がん及び子宮

頸がん検診が無料で受けられるがん検診無料

クーポン券の配付と検診手帳を交付してござ

います。

乳がん検診の受診者数の推移につきまして

は、平成１８年度は９１８人、平成１９年度

は８６９人、平成２０年度は９０４人、平成

２１年度から女性特有のがん検診推進事業が

実施され、受診者数は１,３９５人で、前年

に比べ４９１人上回ってございます。

また、子宮がん検診の受診者数の推移につ

きましては、平成１８年度は１,２３１人、

平成１９年度は１,１６０人、平成２０年度

は１,２０６人、平成２１年度から女性特有

のがん検診推進事業が実施されまして、受診

者数は１,６７５人で、前年度に比べまして

４６９人上回っております。

当市では、受診率向上のための取り組みと

いたしまして、クーポン対象者の未受診者に

対し、電話による受診勧奨、再度の個別通知

等を実施した結果、平成２１年度は、乳がん

検診で３１.６％、子宮頸がん検診で２７.８

％となっており、乳がん検診、子宮がん検診

ともに全国平均、県平均を上回る利用率と

なってございます。

今後におきましても、検診に関する情報を

いつでも、だれでも入手できるよう広報みさ

わ等により周知いたしまして、受診率向上を

図るとともに、がんの早期発見と正しい健康

意識の普及及び啓発を図り、女性の健康保持

増進に積極的に取り組んでまいりたいと考え

てございます。

続きまして、健康問題の２点目、子宮頸が

ん予防ワクチンの接種の正しい情報周知の取

り組みについてお答えいたします。

当市における子宮頸がん等ワクチン接種緊

急促進事業は、平成２３年度予算に接種費用

の助成に係る予算を計上し、国の補助を受け

ながら実施に向けて準備を進めているところ
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でございます。

当市における平成２３年度子宮頸がん予防

ワクチン接種の費用助成対象者は、中学１年

生から高校１年生までとして、平成２３年度

内の接種については、接種費用の全額を補助

することとしております。

この予防接種は、予防接種法に基づかない

任意接種でありますが、対象者には、予防接

種に係る費用の全額を助成するお知らせと予

防接種に関する相談窓口の案内のほか、子宮

頸がんワクチンについての説明書類と３回接

種分の予診表をセットにして、個別に通知す

ることとしております。

ワクチンの説明書には、予防ワクチンの有

効性と副反応、予防接種を受ける際の注意事

項、副反応の際の救済制度につきまして、ま

た、子宮頸がんは、ワクチン接種と検診に

よって予防できるがんであることから、二十

になったら定期的に子宮頸がん検診の受診を

勧める内容も掲載しまして、ワクチン接種で

１００％子宮頸がんを予防できるものではな

いことも、あわせまして周知することとして

おります。

子宮頸がんワクチンの予防接種を受けるか

否かにつきましては、保護者がお子様と一緒

に説明資料等を十分お読みになりまして、理

解した上で、接種を希望する医療機関の医師

と相談し、接種していただくこととなりま

す。

一般市民の方々の周知につきましては、広

報みさわやマックテレビ、市のホームページ

にもわかりやすく掲載することを予定してご

ざいます。

また、教育委員会及び養護教諭部会との連

携を密にしながら、市内の中学校及び高校に

チラシの配付をいたしまして、また、ポス

ターの掲示等も行い、現在、健康推進課で実

施しております中学生を対象としました思春

期ふれあいセミナーにおきましても、子宮頸

がんワクチン接種の説明の時間を設けるな

ど、機会をとらえ、予防ワクチン接種に関す

る情報をより広く周知してまいりたいと考え

てございます。

続きまして、健康問題の３点目でございま

す、乳がん、子宮頸がん、胃がん、肺がん、

大腸がんの受診率向上に向けた取り組みにつ

いてお答えいたします。

がんによる死亡は、昭和５８年以降、当市

の死亡原因の第１位を占め、平成２１年度に

は１１０名の方ががんで亡くなっており、当

市の全死亡者に占める割合は約３０％となっ

てございます。このため当市では、がん対策

を重要課題の一つと位置づけ、施策の充実を

図ってきたところでございます。

近年の医療の進歩によりまして、がん検診

の受診率向上は、がん対策の推進において極

めて重要でございまして、国は、がん対策を

総合的かつ計画的に推進するため、がん対策

基本法を平成１９年から施行いたしました。

青森県におきましても、平成２０年５月

に、青森県がん対策推進計画を策定し、がん

総合対策の一層の推進を図ることとし、計画

における個別目標としまして、がん検診、胃

がん、大腸がん、肺がん、子宮がん、乳がん

の受診率を平成２４年度までに５０％以上の

目標を掲げております。

当市では、これまで、がん検診受診率向上

のため、広報みさわやマックテレビ等におけ

る啓発やリーフレット等の毎戸配付、さらに

は、保健師が地区で行う健康教育や健康相談

の都度、がん検診についてＰＲをしてきてお

ります。

また、地域の保健協力員を通じまして、が

ん検診等の周知や検診希望者の受診募集も

行ってきております。

さらに、医師による講話や講演会を実施

し、知識の普及啓発に努めるとともに、検診

を申し込んだ方が未受診の場合、電話による

受診勧奨を行ったり、平成２１年度からは、

受診機会の拡大を図り、受診を進めるため、

土曜、日曜を検診日程に組み入れるなど、が

んに関する正しい知識の普及やがん検診の受

診率向上に努めてきたところでございます。

このことから、平成２４年度からは、これ
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までの取り組みに加え、受診率向上に向け、

北部の町内会に出向いて、がん検診を実施す

る計画をしております。

また、引き続き平成２３年度も受診を進め

るため、土曜日、日曜日を検診日程に組み入

れ、仕事を持っている方々にも配慮しており

ますので、受診者数の増加は期待できるもの

と考えてございます。

今後におきましても、市民の方々の健康の

意識を高め、受診率向上につながるよう、他

の受診率の高い市町村の情報を研究しなが

ら、当市として対策を工夫してまいりたいと

考えてございます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 買い物弱者支

援についてお答え申し上げます。

経済産業省によりますと、高齢化や過疎化

などの社会情勢の変化に伴い、食料品などの

日常の買い物が困難な方、いわゆる買い物弱

者が増加しているとのことです。

このことは、近年、社会問題化してきてお

り、特に、高齢者が多く暮らす過疎化の進ん

だ農村部や、高度成長期に建てられた大規模

団地などでは、日常の買い物に１時間以上も

かかる地域が見られ始めているとのことでご

ざいます。

その要因といたしまして、郊外型大型スー

パーの進出に伴う地域の小売店の減少、過疎

化に伴う公共交通網の弱体化などが挙げられ

ております。

御質問の１点目、本市の買い物弱者の実態

をどのように把握しているかについてであり

ますが、買い物弱者とは、町内に商店のない

地域で、かつ公共交通網が行き届いていない

地域の方々で、日常の買い物に不便を感じて

いる方々であると認識しております。

また、経済産業省が示している買い物弱者

の定義とは多少異なりますが、身体的理由等

により買い物に支援を必要とする介護が必要

な方、障害のある方に関しましては、市では

実数等を把握しております。それぞれ必要な

支援を行っている状況にございます。

御質問の２点目、買い物弱者対策としてど

のような対策を検討されているかについてで

ございますが、当市におきましては、現在、

高齢者いきいきパス券購入費助成事業、訪問

介護サービス事業、訪問ヘルパーによる買い

物援助などの対策が講じられており、買い

物、通院等におけるお年寄りの方々の経済的

負担の軽減にも努めているところでございま

す。

また、ＪＡおいらせの子会社・株式会社夢

グリーンによる食料品等の宅配事業や、市内

事業者等による北浜方面を中心とした移動販

売など、経済産業省の買い物弱者応援マニュ

アル等に掲げられた事例が既に実践されてご

ざいます。

しかしながら、高齢化の進展等に伴いまし

て、買い物に不便を感じる方々が今後増加し

ていくだろうという懸念もございます。

このことから、今後におきましては、商店

街が共同で取り組む共同宅配事業や移動販売

事業、あるいは公共交通の利便性の向上な

ど、他自治体の先進事例等を参考にしなが

ら、買い物弱者への対応を図るとともに、市

内商業の活性化につなげることができるよう

検討してまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） １１番。

○１１番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございます。

再質問をさせていただきたいと思います。

がん検診と買い物弱者の支援についてでご

ざいますけれども、がん検診の受診率向上に

ついては、担当課であります健康推進課が本

当に日々、受診対象者への個別勧奨の取り組

みを熱心に行っていただき、また、個人への

郵送のほかに、各家庭へ電話をかけるなど、

本当に大変な努力をされていることは承知し

ておりまして、頭が下がる思いでおります。

先ほども質問の中で申し上げましたけれど

も、各自治体が一番苦慮しているのが、さま

ざまな取り組みをしているものの、なかなか
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住民の関心が高まらないということがポイン

トだというふうに考えるわけなのです。

先ほど健康福祉部長からも、これまで本当

に努力されてきたことはお伺いしたところで

ございますけれども、今後、どうしても住民

の関心不足ということをポイントにします

と、これまでの取り組みプラス何か目玉にな

るような具体的な取り組みが必要ではないか

というふうに考える１人なのです。

といいますのは、先ごろ、新聞報道により

ますと、県におきましては、東北ではじめて

２０１０年度、２０１１年度の整備事業費と

して６,５００万円を計上したという報道が

ございました。

皆様御承知のとおり、青森県は、全国ワー

ストとなっているのががん死亡率でありま

す。このがん死亡率の改善に向けて、県は、

がんの予防法や治療情報、専門医による動画

解説、患者の体験談など、総合的な知識や情

報を提供するウエブサイト、がん情報セン

ターというものを開設いたしました。

このような県の取り組みにあわせて、市と

ても、県の取り組みをまず広報みさわ等で御

紹介をするとともに、積極的な活用、また、

予算を計上するなど、何か目玉となるような

取り組みが必要ではないかというふうに思っ

ていますことから、今後、これまでの課題を

踏まえた上で、さらに上昇率のための市とし

ての考えはないかということについてお聞き

したいと思います。

それから、教育長、申しわけございませ

ん。先ほど健康福祉部長より、各教育現場

で、思春期ふれあいセミナー等のことを通し

て、健康の学習の場を設けていただけるとい

うことを、大変ありがたくお聞きいたしまし

たけれども、新聞報道によりますと、教育現

場、先生方においては、このような、例えば

子宮頸がん予防ワクチン等、性に関する学習

の場、これを教育現場に持ち込むのはちょっ

と抵抗があるというような思いを抱いている

教職員もおありだということも耳にいたしま

すけれども、ぜひ私は、将来にわたっての自

分自身の健康と命を守るための学習の場とい

うのは、中高生にとっては重要だというふう

に思っております。

この点につきまして、申しわけありません

けれども、教育長の御所見をお伺いさせてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

買い物弱者の支援についてでありますけれ

ども、部長からさまざまな答弁をいただきま

したけれども、私は、この支援について、ポ

イントは二つあるというふうに考えているの

です。まず第１に、買い物弱者の実情を把握

すること。また、その上で、市としてどのよ

うな具体的な支援策が考えられるかというこ

とがポイントになるかというふうに思ってい

ます。

県としましても、新年度の予算対策としま

して、商店街等における買い物利便性向上モ

デル事業費としまして５３９万円計上したと

ございました。県内の市部や町村部、過疎地

など、典型的なケースの実態を把握して、こ

の夏をめどに、公募の一、二カ所をモデル地

区に、移動販売や商品宅配事業などを地域に

委託するというふうにしている内容のもので

ございます。

私もこれを踏まえまして、三沢市としまし

ても、一つの地域をモデル地域に指定しまし

て、地域生活インフラ調査アンケートを実施

されてみてはいかがでしょうかというふうに

考えております。そして、そのモデル地域の

周辺の商店街に呼びかけて、地元中心店舗、

また、商店会による商品宅配サービスを立ち

上げられないか御相談をしていただきたいと

思います。

そして３点目に、商工会や商店連合会に協

力を求めて、市内の宅配可能なお店、また、

商品を掲載した冊子を高齢者世帯に配付でき

ないでしょうかというふうに考えておりま

す。

例えば、具体的に進めている地域がござい

まして、東京都の武蔵村山市では、商工会が

つくっております「まいど～武蔵村山宅配登
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録店カタログ」といいまして、お肉やお米、

お酒、また、出張サービスの理容店、美容店

なども掲載されておりまして、全戸配付をさ

れております。また、同じく東京都日野市に

おきましても、市内宅配サービスリストをつ

くり、市役所の相談窓口や福祉課、商工会な

どで配付しています。

これは、今後の取り組み、展望というふう

になると思いますけれども、このようなこと

を実施するお考えがないか、お聞きしたいと

思います。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問にお

答えいたします。

御質問は、今後の具体的な解決策というこ

とはないかという御質問だと思いますけれど

も、先ほど答弁しましたように、従来、これ

につきましては、大変担当課としても頭を悩

ませる部分がございました。ですので、先ほ

ど申しましたけれども、他の受診率の高い市

町村がたくさんございますので、こちらを十

分参考にしながら、今後に向けて、三沢市で

どれが有効に活用できるのかどうか、これを

十分踏まえまして、今後の検討課題とさせて

いただくということで御答弁申し上げたいと

思います。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 春日議員さんの再

質問、特に、中学校、高等学校におけるがん

予防指導についてお答えいたします。

県教委は、本年度同様、平成２３年度、保

健体育行政の方針の重点である健康教育の推

進の中で、がん予防指導については、教科保

健並びに全校講話の中で、生活習慣病の一つ

としてとらえ、健康教育の推進を図ることと

しております。

市内各学校においては、このことを踏ま

え、教科保健での指導はもちろんのこと、特

に、全校講話において、学校医、保健主事、

養護教諭、地域の保健機関と連携し、健康教

育を本年度同様、新年度も実施することとし

ております。

また、子宮頸がん予防ワクチン接種につて

は、副反応等もあることから、校長会で趣旨

説明をし、各学校において、学校医の適切な

指導を受け、保護者の御理解をいただき、そ

して、承諾を得た生徒を対象に実施する予定

としております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 買い物弱者に

ついての再質問にお答えいたします。

議員さん御指摘のように、実情をしっかり

把握して支援策を講ずることは、非常に大事

なことだと思います。

特に、支援策に対しましては、現在、三沢

市では、さほど買い物弱者と言えるほどの人

がないだろうという認識でございましたが、

伺えば、他市では非常に対策を講じていると

いうことでございます。今後、ますます高齢

化社会になりますので、この対策が必要にな

ると考えられます。

御指摘のモデル地区の選定につきまして

は、早速、県では５３９万円予算化したとい

うことですので、この内容を調査して、三沢

市も手を挙げられればやってみたいと考えて

おります。

それと、商工会との連携につきましても、

先ほど答弁の中で、既にＪＡおいらせでやっ

ていることとか、これは８０件ほどの成果が

あるそうですが、移動販売も何台かございま

す。その実態等も踏まえまして、商工会と今

後に向けて、このような連携をしていく可能

性があるかどうか、問い合わせをするなり、

話し合いの場を設定するなりいたしたいと考

えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、１１番春日

洋子議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４９分 休憩
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────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（馬場騎一君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（小比類巻雅彦君） 議長を交代し

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

６番藤田光彦議員の登壇を願います。

○６番（藤田光彦君） ６番民主党藤田光

彦、通告に基づきまして質問させていただき

ます。

最初に、小中学校の授業について質問いた

します。

戦後の普通教育は、二つの流れをたどって

きました。一つは、１９７０年代までの知識

詰め込み教育であり、もう一つは、それ以降

のゆとり教育です。

詰め込み教育では、基本的な知識を習得す

ることに重点を置いていましたが、学習意欲

の継続性、知識習得の一過性、過度の受験競

争などの問題に加えて、いじめ、校内暴力、

ついていけない子などの弊害を生むことにな

りました。

これらの反省点を踏まえて、１９８０年代

からは、段階的に生徒の自主的な考える力を

伸ばすことに重点を置いたゆとり教育が取り

入れられてきたわけですが、いじめ、校内暴

力、そして、ついていけない子供の問題な

ど、解決されていない従来の問題に加えて、

学級崩壊などの新たな問題も生じ、さらに

は、学力の低下が大きく危惧されることと

なったのです。

これらの流れを踏まえて、平成２０年３月

に、学習指導要領が改訂されました。文科省

で発行している保護者向けのパンフレットに

よりますと、今回の指導要領は、次の三つに

特徴づけられています。

一つは、詰め込みでもなく、ゆとりでもな

い、生きる力をはぐくむという理念を打ち出

したことです。生きる力とは、知・徳・体の

バランスのとれた力と定義され、基礎的な知

識・技能を習得し、それらを活用して、みず

から考え、判断し、表現することにより、さ

まざまな問題に積極的に対応し、解決する力

を養うこと。また、みずからを律しつつ、他

人とともに協調し、他人を思いやる心や感動

する心など、豊かな人間性をはぐくむこと。

そして、たくましく生きるための健康や体力

をつくることとしております。

二つ目に、これから到来する社会を知識基

盤社会と位置づけ、それに対する幅広い知識

と柔軟な思考力に基づく新しい価値を創造す

る必要があり、そのため、みずから課題を発

見し、解決する力、コミュニケーション能

力、物事を多様な点から考察する力を育てる

ということを求めております。

三つ目として、平成１８年に制定された新

教育基本法を踏まえ、道徳心の育成、勤労の

尊重、公共の精神の醸成、伝統や文化に対す

る理解、自然・環境への関心などを新たな教

育目標としております。

具体的に言えば、反復学習による基本的な

知識・技術の確実な習得、それを基盤にした

応用力・想像力・思考力の向上、そして、各

教科で説明・説得・討論などの言語活動を取

り入れることによって、コミュニケーション

能力を高め、それらによって、自主的・自発

的にさまざまな問題に対応できる力を育成

し、さらに、道徳心の向上、伝統及び文化へ

の理解、また、自然・環境への関心を深め、

人間性豊かな人格をつくることを目指してい

るのです。

これらの特徴を反映するために、教育内容

は、次の点に重点を置かれました。言語力の

強化、理数の力の向上、外国語教育の充実、

伝統や文化の学習、体験活動の充実、道徳教

育の充実、健全な体の育成、そして、社会の

進展に対応した教育などです。

このことによって、ゆとり教育で削られて

いた項目が再び取り入れられ、また、新しい

学習内容が追加されたりして、教科書の内容

と授業時間は大幅にふえることとなったので

す。ページ数は、２００４年に比べ２５％、
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ゆとり全盛期に比べ４３％ふえ、また、授業

時間も小学校では２７８時間、中学校では１

０５時間も増加されました。

これにより、ついていけない子供がふえる

ことが危惧されておりますが、当市では、ど

のように新しい学習指導要領に対応するか、

お伺いいたします。

次に、民生委員について質問いたします。

民生委員は、市町村の民生委員推薦会が候

補者を推薦し、知事が地方社会福祉審議会の

意見を聞いて厚生労働大臣に推薦し、大臣よ

り委嘱されます。任期は３年で無給とされて

います。

全国に２２万８,０００人もの人が任命さ

れており、当市では９０人が活躍しておりま

す。１人で数十世帯を担当し、県から年４万

６,０００円ほどの活動費が支給されていま

す。守秘義務があり、住民に関して得た情報

は漏らすことができないとされております。

民生委員法は、その任務を、社会奉仕の精

神をもって、常に住民の立場に立って相談に

応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に

努めることと規定しております。

その職務は、住民の生活状態の的確な把

握、援助を必要とする者が自立した日常生活

を営むことができるように、生活に関する相

談、援助、社会福祉を目的とする事業経営者

や社会福祉に関する活動を行う者への支援、

福祉事務所その他の関係行政機関の業務への

協力などです。

また、民生委員は、児童福祉法に基づき、

児童委員も兼ねており、児童及び妊産婦の生

活状況の把握及び保護や援助、児童及び妊産

婦にかかわる事業経営者や児童の育成に関す

る活動を行う者への密接な連携・支援、児童

福祉司または福祉事務所の社会福祉主事への

協力、児童の健やかな育成に関する機運の醸

成などを仕事としております。

さらに、民生・児童委員から数名主任児童

委員が選任され、児童福祉に関する問題を専

門的に扱っております。一言で言えば、地域

を見回り、住民の状況を把握し、関係機関と

一緒になって、生活する上でいろいろな問題

を抱えた住民に対して必要な指導や援助を行

い、地域の福祉向上に努めているのです。い

わば、地域の見守り役として、日常的に住民

をお世話しているのです。

このように幅広く多様な職務をこなすのに

必要な能力に加え、時間の制約や高齢化など

により、全国的になり手が不足していると聞

きます。民生委員の不足は、地域の福祉活動

に停滞を生じ、困っている人へ福祉の手が届

かない状態になるのです。当市の民生委員の

実情はどのようなものでしょうか、お聞きい

たします。

最後に、三沢市の防災メール・情報メール

ｉｎ三沢について質問いたします。

昨年１０月、漁港で行われた市の防災訓練

の際、市役所女性職員から、防災メールに登

録しませんかと声をかけられ、何げなしに二

つ返事でオーケーいたしました。その後、防

災・防犯に関するメールがたびたび届き、そ

の重要性を実感したのですが、その重要性を

再確認したのは、あることがきっかけでし

た。

さて、防災メールは、近年、全国の多くの

自治体で運用されており、県内では、最初に

八戸市が平成２０年に運用を開始し、翌年に

三沢が、そしてむつ市が続き、この３月１５

日から十和田市が運用を始めます。携帯電話

を使った情報配信というその効率化と利便性

が、その運用を全国的に広めたわけです。

当市の防災情報伝達システムは、防災行政

無線、マックテレビ、防災メールの３本柱か

ら成り立っており、互いに補完し合い、より

ベストな防災情報伝達体制を形づくっており

ます。情報ｉｎ三沢の配信内容は、災害時の

避難勧告や大規模な事件・事故などの緊急情

報、気象注意報や警報、地震、津波、火災、

防犯、交通情報など、生活、生命にかかわる

さまざまな情報から成り立っており、登録さ

れた携帯電話に瞬時に送信されます。防災行

政無線やマックテレビで情報を見逃した人へ

も確実にアクセスされるので、防災・防犯へ
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の対処はより確実なものになるのです。

新聞報道によりますと、この防災メールの

機能はさらに充実され、携帯電話での登録の

簡素化、また、三沢基地の米軍人・軍属への

英文による配信、さらには、４月から不審者

情報に加え、市教育委員会、学校、保護者間

の事務連絡を円滑に行うための学校安全情報

が配信されるとのことです。これらの機能充

実に伴い、三沢に住む、より多くの人が活用

できるようになりました。

さて、防災メールの重要性を再確認するこ

とになったきっかけは、東京へ主張中にこの

防災メールを受け取ったことでした。当たり

前のことですが、メールは三沢にいる人だけ

ではなく、三沢を離れている人にも届くので

す。そういう人が、三沢で何が起こっている

かいち早く知り、家族や知人に携帯を通じて

情報確認や適切な行動をアドバイスできるの

です。このように、三沢にいなくても、間接

的ながらも防災対処の一翼を担うことができ

ることは、この防災メールの有効性の一つで

あると確認したわけです。

この防災メールは、市の情報伝達システム

の重要な位置づけになっておりますが、多く

市民が活用しなければ意味がありません。２

人に１人が携帯電話を持っているだけではな

く、持ち歩いているのです。市民が防災メー

ルの重要性を理解し、活用することを願って

おりますが、現在の利用者状況はどうでしょ

うか、お伺いいたします。

以上で、質問を終わります。答弁をよろし

くお願いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの６

番藤田光彦議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの藤田議員

さんの御質問のうち、民生委員問題について

は私から、その他については総務部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと思い

ます。

議員さんからのお話もありましたが、民生

委員につきましては、社会奉仕の精神をもっ

て、常に住民の立場に立って相談に応じ、及

び援助を行い、もって社会福祉の増進に努め

るものと民生委員法に規定されており、当市

では９０名の民生委員が厚生労働大臣から３

年の任期で委嘱され、市内の担当地区におい

て、生活に困っている方々、高齢者、障害者

の方々の福祉に関するさまざまな相談に応

じ、福祉事務所や各関係機関への橋渡しの支

援活動を行っているわけであります。

また、民生委員は、児童福祉法の規定によ

りまして、児童委員も兼務しており、児童及

び妊産婦の保護、保健その他の福祉に関する

援助や指導も行っております。

最近の社会情勢を見ますと、住民同士のつ

ながりの希薄化といいますか、核家族化が進

む中で、さまざまな生活問題を抱える方々も

ふえているわけであります。このような中

で、地域の実情を把握し、住民のさまざまな

相談を受ける民生委員の重要性、必要性も増

大してきているわけであります。

しかし、その反面、民生委員に対する認識

不足や、時間がない、暇がないなどの理由か

ら、引き受けていただけないのが現状であり

ます。

当市におきましては、昨年１２月１日の委

員改選期では１名の欠員が生じておりました

が、現在は町内会等の御協力を得まして定数

を満たしております。

次に、活動上の問題点についてであります

が、市民の方々からの相談においては、比較

的軽易で簡単なものにつきましては、民生委

員が個々に支援活動をしておりますが、それ

以外の事案につきましては、基本的には行政

と一体となって対応しておりまして、特に問

題とされるような事例は、現在のところ報告

は受けておりませんが、今後におきましても

地域の見守り役である民生委員の活動につい

て、市民の方々に十分理解していただけるよ

うに、さまざまな機会をとらえて周知を図っ

てまいりたいと、このように考えておりま

す。
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私からは、以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災メールにつ

いての御質問にお答えいたします。

市では、災害や犯罪に強い安全な地域づく

りを目指し、新たな防災情報伝達手段とし

て、平成２１年１０月から、県内では２番目

に防災メールの配信を開始したところであり

ます。

配信内容は、災害に対する備えに必要な緊

急情報、気象、火災、防犯、交通安全、消費

生活などに関する情報を登録者の携帯電話や

パソコンへ電子メールで配信しているところ

であります。

御質問の利用状況でありますが、本年２月

末現在の登録者数は１,６２９件であり、そ

のうち日本語での登録者数は１,４３１件、

英語での登録者数は１９８件となっており、

新聞で報道された２月上旬の１,４００件よ

り約２００件の増となっております。

次に、情報メールｉｎ三沢の利用者数をふ

やすための方策といたしましては、従来から

行ってまいりました広報みさわやマックテレ

ビ、イベントでのＰＲ活動に加え、登録方法

が難しいと言われる問題点の解消を図るた

め、本年２月から市役所１階ロビーや各携帯

電話会社の店頭に携帯電話をかざすだけで簡

単に登録ができる装置を設置し、加入促進に

努めているところであります。

さらには、米軍関係者の協力を得ながら、

外国人向けメール配信サービスのＰＲを実施

するとともに、現在、準備中ではあります

が、三沢市学校情報携帯メールへの保護者の

新規登録の際には、情報メールｉｎ三沢への

登録も促すなど、災害に対する備えとして多

くの市民に役立てていただけるよう加入促進

を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 藤田議員さん御質

問の教育問題であります。

新学習指導要領の実施に伴う指導内容及び

授業時間増加による子供たちの学力定着に向

けた対応についてお答えいたします。

ほぼ１０年ごとに改訂される学習指導要領

ですが、今回の具体的改善内容は７項目あり

ます。

一つ目として、言語の力をはぐくむ。二つ

目として、理科、数学の力の育成を重視す

る。三つ目として、外国語教育の充実を図

る。四つ目として、伝統や文化に関する教育

の充実を図る。五つ目として、環境教育、食

育、消費者教育、情報教育、特別支援教育な

ど、新しい時代に対応した教育の充実を図

る。六つ目として、規範意識や他人を思いや

る心をはぐくむ。七つ目として、健やかな体

の育成を重視することであります。

これらの教育を進めていくために、これま

でに比べて授業時数が、小学校１、２年生で

は、週当たり２時間、年間７０時間、小学校

３年生から中学校３年生までは、週当たり１

時間、年間３５時間の増加となります。

新学習指導要領の基本方針及び要点などが

各学校に周知されるよう、平成２０年度から

今年度まで３年間にわたって教育課程説明会

を開催し、全教職員が参加しております。

また、各教科等の年間指導計画、さらに

は、各校から提出された教育課程届出書も、

新学習指導要領に対応したものとして作成さ

れているかどうか確認しております。

子供たちの学力の定着や向上には、教師の

授業力の向上が不可欠であります。教育委員

会といたしましては、引き続き、学校訪問事

業、教科研修会事業、幼稚園・保育園・小学

校連携教育研究会事業、小学校・中学校連携

事業、校内研修講師派遣事業、教員英語研修

講座事業などを通して、教員が新しい指導に

即した指導法や教材研究の深化並びに教材・

教具が利活用できるよう支援してまいりたい

と考えております。

さらに、来年度の新規事業として、教員が

１年間にわたり指導法を学ぶ、今年度新設の

学校教育課の新事業でもあります研究員研修

講座事業を行うこととしております。
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また、子供たちの学力の把握のために、引

き続き、学力諸検査を実施するとともに、子

供たちの実態に応じた習熟度別学習、少人数

学習、個別学習などのきめ細かな指導法によ

る授業を展開しながら、学力の定着を図り、

三沢市全体の子供の学力の向上に努めてまい

りたいと考えています。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ６番。

○６番（藤田光彦君） 答弁ありがとうござ

います。

小中の授業の問題ですけれども、確かにこ

れは、先ほど教育長が言いましたように、少

人数制とか個別学習を取り入れて勉強される

と。ついていけない子供たちにとっても、多

分それは大変よいことだと思います。

今、皆さんが注目しておりますフィンラン

ドの学習のやり方は、そういうついていけな

い子供を特別に、別なクラスをつくって一生

懸命学力を向上させる。そういう底上げが

しっかりしていますので、フィンランドのよ

うな国でも、フィンランドは、私たち日本と

同じように週休２日制ですし、また、総合体

験学習はもっと時間をとっております。その

ようなフィンランドのような国でも、そうい

うふうについていけない子供には集中してク

ラスをつくったりして、底上げをしている。

そういう意味で、教育長さんがおっしゃった

少数クラスとか、個別学習をやるのは大変す

ばらしいことだと思っています。

ところが、実際は、授業の時間が相当ふえ

ているわけなのです。そして、教科書内容も

相当ふえているわけなのです。そういうわけ

で、東京都の多くの区では、土曜授業が再開

されることが決まっております。それだけ深

刻に、授業が大幅にふえたことを深刻に認識

しているわけです。

だから、そういうふうなことを考えます

と、地方というのは、東京都みたいに受験競

争が激しい地域と比べて、そういう認識が薄

いのかなと私は思いますけれども、認識の違

いがありますかどうか、確認したいと思いま

す。

次に、民生委員についてお伺いいたしま

す。

民生委員は、本当になかなか目立たない人

たちですけれども、しっかり地域を支えてい

る人たちなのです。ですから、こういう人た

ちにもっと光を当てて、もっと市民が正しい

評価をしてくれれば、私は本当にうれしいと

思っております。

そこで、二つ質問いたしますけれども、民

生委員というのは、その地域のいろいろな情

報を把握しているわけです。そして、もし災

害が起きた場合、そういう人たちが町内会と

一緒に連携して、ひとり暮らしの人とか、そ

ういう人たちを助けるような、つまり、レス

キューとか消防車が来る前に助けるような初

動的な機能を持てれば、災害のときに大変役

に立つと思いますけれども、果たして民生委

員の方々は、そういう町内会との連携とかそ

ういうのを持っているかどうか、質問をしま

す。

もう一つ、民生委員の活動に障害を与えて

いる一つの理由は、個人情報保護法の問題で

ありまして、これに対して過剰な反応とか、

拡大解釈などによって、自治体が個人の情報

を出してくれないという問題が一つありまし

て、それによって、民生委員になり手が少な

い。また、活動を行うときにも問題になると

いうことがあります。

そういう意味で、市では、そういう個人情

報的なものの情報を、民生委員の活動がス

ムーズに行われるために積極的に出している

かどうか、お伺いいたします。

最後に、防災メールの件ですけれども、防

災メールをどんどん周知を徹底して、もっと

もっといろいろな人たちが登録して、活用で

きれば私は本当にうれしく思います。

県下で最初に防災メールを採用した八戸市

ですけれども、現在、問い合わせたところ、

２４万人の人口に対して２万２,０００人ほ

どが登録しております。０.０７％、本当に

八戸でもまだ周知が徹底していなくて、利用
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する人が少ない、そういう状況でございま

す。

周知の方法を聞きましたけれども、私は、

周知をだれにターゲットを絞るかというのが

必要だと思っております。例えば家庭におけ

る父親と母親、この人たちにターゲットを

絞って、この人たちがしっかり重要性と利便

性を理解したとなれば、その人たちを通じ

て、子供とか、また、おじいちゃん、おばあ

ちゃんに対して防災メールを利用する力にも

なると思っておりますけれども、そういうよ

うなお父さん、お母さんをターゲットとした

周知を考えているかどうか、お伺いします。

それから二つ目は、私が質問書で述べたと

おり、防災メールの利便性、有効性は、だれ

にでも、どこにいても瞬時に情報が届く、そ

れがすごい利便性があるわけです。

ところが、私、きのう、きょうこういう質

問をするので、きのう地震がありまして、私

のメールにどんどんその情報が来ました。そ

れで、私は、そのメールを一つごと、地震が

起こった時間、それから気象庁の発表時間、

そして私の携帯メールに着信した時間、それ

を全部私は書いておきました。そのとき、地

震が起こって、気象庁が発表して、私の携帯

メールに届く時間は約６分。つまり、地震が

起こって、気象庁が発表するまでは約３分か

４分、そして私のところに届くまでは約３分

か４分、すごく迅速で、早くて、これは私は

感心したのです。

いろいろなことを、私に来たメールを

チェックして、発生時間等の情報をチェック

していったとき、一つだけ理解できないこと

がありまして、それは津波警報発令の件に関

してです。私の携帯電話が着信したのが１２

時５８分。その内容は、津波警報の発令が１

２時に出されましたと。１時間近くもおくれ

て私のメールに着信されたと。この時間的な

ギャップはなぜ起こったか。

それは、きょうの新聞でも書いております

けれども、防災メールを使っている、また、

これから使う人に対しても、こういうことが

起こると信頼性がほとんど崩れるわけなので

す。果たしてこういう問題が恒常的に起こる

ものか、また、今回は事務的な手続の問題、

または設備の問題でこういう問題が起こった

か、どういう経過でこういう問題が起こった

か、聞きたいと思います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 民生委員に

つきましての再質問についてお答えいたしま

す。

まず、２点ございまして、１点目の民生委

員が町内等における災害等に遭った場合に、

きちんとそういうふうなことを踏まえて活動

できる状況にあるかということの御質問だっ

たと思います。

民生委員は、実は町内におきまして、町内

等の役員を兼ねている方もいらっしゃいます

し、さまざまな活動を通じて町内会といろい

ろと連携を持ってやっております。ですの

で、これにつきましては、こういう災害等に

遭った場合に、この辺の連携につきまして

は、災害等につきましてもきちんと把握し

て、きちんと対応しているということで、私

のほうでは報告を受けておりました。

第２点目の個人情報の絡みでございます。

実は、個人情報につきましては、いろいろ

と、大変シビアというか、大変な個人の問題

もございますので、これにつきましては、民

生委員が自分の地区に当たりまして、個々に

足で、自分の手弁当等で、きちんと情報をつ

かみながらやっております。

ただ、その中においても、やはり拾えない

情報等がございます。それにつきまして、行

政のほうは、出せる情報、出せない情報等さ

まざまございますので、そこら辺はケース・

バイ・ケースで扱っていると思いますけれど

も、基本的には、個人情報につきましては大

変厳格な規定を持って役所のほうでは対応し

ておりますので、御理解いただきたいと思い

ます。
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○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災メールの再

質問にお答えさせていただきます。

１点目の防災メールの利用者をふやしてい

くための方策でございますけれども、先ほど

の答弁でも申し上げましたけれども、４月に

学校情報携帯メールの配信が始まりますの

で、保護者の方々へもＰＲを重ねて、情報

メールへの登録も進めていきたいというふう

に考えております。

それから、２点目の昨日の防災メールの件

でございますけれども、昨日の三陸沖を震源

とする地震により、午前１１時５０分に津波

注意報が発令されましたので、三沢市避難勧

告等の判断伝達マニュアルに従い、正午に農

政水産課を通じて三沢市漁協に対して、三沢

漁港エリアに避難勧告が発令された旨を電話

により第一報を連絡しております。

そして、午後０時５分に防災行政用無線に

よりまして津波注意報発令の放送をし、さら

に、午後０時３０分に同じく防災行政用無線

により三沢漁港エリアに避難勧告が発令され

た旨の放送をしております。また、マックテ

レビにも、同じく注意喚起のための広報を実

施しております。

発令された地域には優先的に広報連絡を

し、対応してまいりましたけれども、地域が

限定されたこともあり、これらの対応を優先

させたため、防災メールの配信が遅延したも

のであります。

今後におきましては、内部の連絡体制の再

チェックを行い、迅速なメールの配信に努め

てまいりたいと考えておりますので、御理解

を賜りたいと存じます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 藤田議員さんの再

質問にお答えいたします。

教科書の内容、授業時数増加によって、東

京地区等のように土曜日授業等の再開がある

のではないか、また、必要等があるのではな

いかという御質問についてお答えいたしま

す。

先に三沢市の実態についてお話ししたいと

思います。

三沢市は、小学校１年生で、今現在２３時

間授業をしております。簡単に言いますと、

５講時まですべて授業がございます。他市町

村は、三沢は特区でございますので、英語の

時間を入れまして６時間、ほかですと２３時

間から２５時間になります。三沢市は２４時

間から２６時間と。簡単に言いますと、火曜

日だとすれば、１日６講時がふえるというこ

とになります。

小学校２年生では、英語も入れまして２５

時間から２７時間、６講時が二コマふえる。

それから、小学校３年生は、２６時間から２

７時間、６講時が二コマになる、一コマふえ

るということになります。小学校４、５、６

年生は、２７時間から２８時間、６講時が、

三つのコマがふえるということになります。

中学校１、２、３年生は、すべて同じでご

ざいまして、２８時間から２９時間、つま

り、週５日のうち、６講時が４日間と、一コ

マふえるという状況になります。

したがって、土曜日等の授業はないという

ことになります。

あと、内容に入っていきたいと思います。

藤田先生がおっしゃる中身について、教科

書の量が非常に多くなったのではないかと。

それを全部やるには相当の時間数が必要では

ないかと。そこが抜本的な質問だと思います

けれども、はっきり言いますと、その時間数

のふえた内容、それは大きく分けて三つござ

います。

一つは、基礎・基本、今までやった勉強の

活用の時間がふえたこと。または、活用する

ほかに、実体験、体験学習をする時間がふえ

たこと。

それから２点目が、国際的に適用する指導

内容が付加されたこと。

そして３点目が、従来ある生きる力、生き

る力というのは、従来は、ゆとりの中で生き

る力をはぐくむと。自分の心に、足元にゆと

りがなければ、他人の心をも見るゆとりがな
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いという、自分自身にきちんとゆとりを持ち

なさいと。それが知・徳・体、バランスのと

れた教育と言われてきたのですが、この３点

でございます。

その中で、特に具体的に申しますと、これ

は私、もしうまくいけば非常にいいことでは

ないかと思っていますが、例えば理数の力を

はぐくむということを先ほど御質問の中でお

話しされました。例えばこれは、算数、数

学、理科の授業で基礎・基本をやります。そ

して、観察・実験、反復学習の時間数がふえ

る。その具体的な仕方を教科書に網羅してあ

る。ですから、ページ数がふえていると思い

ます。

東京都あたりですと、特に理科、例えばカ

エルのオタマジャクシを見たことがない、ふ

化したのを見たことも、さわったこともない

という子供が非常に多くなっています。そう

いうような観点から言えば、三沢の子供たち

は非常に自然に恵まれた環境ですので、ごく

自然に私は入っていくのではないかなと思い

ます。

それから、国際的なレベルを付加したと。

これは、例えば中学校で数学で言いますと、

二次方程式に解の公式ってあります。それか

ら、中学校の理科にイオン、遺伝子、進化と

いうものが、国際的には普通に単元に入って

おります。そういう新たな分野が付加された

ということで、これは国際化ということを考

えれば、私は当然かと思っております。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長に申し

上げますけれども、簡潔に答弁願います。

○教育長（吉田 健君） それから、最後に

一つだけお話しいたします。

例えば、健やかな体を育てますという単元

ですが、先ほども瀬崎議員さんからありまし

たけれども、体育の得意な子、得意でない子

たちをどうしようかというのが教科書に入っ

ています。簡単に言いますと、体育の不得意

な子には、体をほぐす柔軟な体、それからバ

ランスをとる、そういうようなものが入って

いますので、より充実したものになっている

のではないかなと思っています。

こういう観点から、私は、まず一生懸命、

三沢市で努力してやってみる価値があるので

はないかなと強く思っております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ６番。

○６番（藤田光彦君） 再々質問をさせてい

ただきます。

今の教育長の答弁でありますと、東京都の

ように新しい学習指導要領に対する心配をし

なくてもいいと、今の現状で対応しているの

で十分だと、ついていけない子供は出ないの

ではないかと、そういうことを確信している

わけですね。これが最後の質問です。そう確

信してくれれば大変助かりますけれども、そ

れをひとつ。

あともう一つは、防災メールですけれど

も、新聞によりますと、先ほど部長が言いま

したように、対象地域が住宅地でなかったか

ら関係機関への連絡を優先したと。私は、こ

れを聞いてちょっとびっくりしたのです。と

いうのは、あくまでも防災メールです、重要

なメールです。ですから、こういうふうな恣

意的な判断なしで、自動的に瞬時に防災メー

ルに登録している人に送ることが防災メール

のいいところだと思っていたのです。ですか

ら、さきの質問書でも、そこが一番いいとこ

ろ、重要なところ、有効的なところだと私は

述べたのです。そこをまだ理解していないと

思うのですよ。

この防災メール、せっかく携帯電話を持っ

ている利便性が全然生かされていないという

ように私は判断したのですけれども、そうい

う恣意的な判断なしで、登録している携帯電

話に瞬時に流す、こういうことを考えてもら

えれば大変いいと思いますけれども、どう思

いますか。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災メールの

再々質問にお答えさせていただきます
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警報等が出た場合に、瞬時に防災メールに

自動的に配信されるというシステムであれば

一番よろしいのですけれども、現在のシステ

ムは、定型文については会社からの配信とい

うことで、それは自動的になるのですけれど

も、今回の避難勧告につきましては、総務課

のほうで文章をつくって、それから配信する

ということになっておりますので、システム

上、それは今のところできないのですけれど

も、いずれにしても、瞬時に伝える、できる

だけ早く伝えるという方向で検討してまいり

たいというふうに考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

します。

藤田先生おっしゃるとおりでございます。

誠心誠意、そういうふうな形で頑張りたいと

思います。よろしくお願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、６番

藤田光彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番鈴木重正議員の登壇を願います。

○５番（鈴木重正君） 至誠会の鈴木重正で

す。通告に従いまして一般質問をいたしま

す。

はじめに、公共施設の整備等についてであ

ります。

いわゆる公共施設は、よりよい住民生活の

ために大切なさまざまな施設であり、当市に

おいても、地域住民のニーズ応じた行政サー

ビスの提供、特色あるまちづくりを行うため

に、庁舎、住宅、社会福祉施設、文化施設、

体育施設、学校施設、集会施設など、多くの

公共施設が整備されてきております。

防衛施設が所在している三沢市は、防衛施

設の運用等により生じるさまざまな障害を緩

和するために、福祉の向上、民生安定対策に

積極的に取り組んできていることなどから、

同程度規模の他自治体と比べても公共施設は

充実しているのではないかと思います。

他方、公共施設は、その整備に多額の経費

がかかるだけでなく、毎年度相当の維持管理

経費を要するとともに、１年ごとに確実に老

朽化が進んでいき、財政にも大きな影響を及

ぼすものであり、その新設、改築、改修等に

当たっては、求められるニーズ、地域、社会

環境、財政状況、中長期的なまちづくりのビ

ジョンなど、さまざまな要因を総合的に勘案

し、計画されていく必要があります。

これまでも、もちろんその時々の社会環

境、住民ニーズなどを踏まえ、整備されてき

ておりますが、近年は、子供や高齢者、障害

者など、だれもが気軽に利用できる人に優し

い施設であるとか、消費エネルギーの削減な

ど、環境に優しい施設であるとか、安心・安

全なまちづくりを図る防災拠点機能を有する

施設であるなど、従来にも増して、公共施設

には新たなニーズが求められてきておりま

す。

地域・社会環境を見れば、四川目、浜三沢

北部、五川目地区の航空機騒音対策による集

団移転等により、三沢飛行場によって市域が

南北に二分されるなど、地域形成も１０年

前、２０年前に比べ大きく変化してきており

ます。

また、残念なことではありますが、御多分

に漏れず、当市の人口も平成１７年国勢調査

時の４万２,４２５人から、今回の国勢調査

速報値では４万１,２７４人と、この５年間

で１,１５１人、２.７％の減少となってお

り、これは、三沢市総合振興計画における将

来推計人口の指標以上の減であり、このまま

の状況で推移すれば、今後もさらなる減少が

見込まれるとともに、少子高齢化などによ

り、人口の年齢構成も大きく変化していく可

能性もあると考えられます。

さらに、財政状況は、市長が述べられてい

るとおり、今後も市税等の自主財源や、地方

交付税を含む依存財源においても大幅な増加

を見込むことができず、先々の見通しが極め

て不透明となっていることなどから、依然と

して厳しい財政環境に置かれております。

このような状況の中、今後、公共施設の整
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備等を進めていくに当たっては、住民ニー

ズ、社会環境等を的確に把握することは当然

にして、これまで以上に施設の必要性、優先

性を明確にしていくこと、既存施設を有効的

に活用できないか考えていくこと、必要に応

じて施設の集約を図ること、機能が低下する

前に点検、修繕を行うことにより、機能の維

持を図るなど、施設の長寿命化対策を考える

こと。建設する際のイニシャルコストだけで

はなく、その後の維持管理、修繕、解体処分

などにかかる費用も含めた、ライフサイクル

コストでの費用対効果を考慮した上で新設を

検討すること。

そして、何よりも２０年後、３０年後の三

沢市、この地域の姿を描きつつ、いわゆる役

所的な縦割りでの考え方ではなく、このまち

をどうしていくのか、どうあるべきかとい

う、幅広く、中長期的な視点から、市全体と

しての総合的な公共施設の整備、運営等を考

えていくことが肝要ではないでしょうか。

以上の観点から、公共施設の整備等に関し

て５点お伺いいたします。

１点目として、現在、三沢市では、公共施

設の整備に係る市全体の総合的な方針、計画

を有しているでしょうか。有しているなら

ば、その概要、有していないならば、その理

由についてお伺いいたします。

２点目として、平成２９年度までの三沢市

総合振興計画期間内に優先的に取り組んでい

こうとしている公共施設の整備内容について

お伺いいたします。

３点目として、(仮称)国際交流スポーツセ

ンターの整備についてお伺いいたします。

本件については、(仮称)国際交流スポーツ

センター整備事業として、今年度一般会計補

正予算（第３号）において、基本計画策定業

務委託料等４３６万２,０００円の予算が措

置されておりますが、本事業は、総合振興計

画前期基本計画に掲げられている事業ではな

く、私は、将来のための種まきとして基本計

画を策定しているものと認識しておりまし

た。

ところが、昨年１２月に公表された平成２

３年度各部局主要施策取組方針の中で、教育

委員会の取組方針、「スポーツを通したさら

なる国際交流を推進するとともに、各種屋内

競技において公式試合の開催に対応できるス

ポーツセンターの整備に対する市民ニーズに

応えるため」(仮称)国際交流スポーツセン

ターの早期建設が求められている旨記載され

ており、また、ことしの広報みさわ１月号、

市長あいさつの中では、(仮称)国際交流ス

ポーツセンターの早期建設に取り組むとして

おられます。

私は、何か唐突な気がしておりますが、こ

れまでいかなる議論がなされてきたのであり

ましょうか。また、今後どのような計画、手

順により進められていくのでありましょう

か。

市民の皆さんからも、一体どのような施設

なのか、いつ完成するのか、スポーツセン

ターというけれども現在の総合体育館はどう

なるのか、大型施設のようだが三沢市の財政

は大丈夫なのか、本当に必要な施設なのかな

どなど、期待と不安が入りまじった多くの声

を聞いております。

そこで、(仮称)国際交流スポーツセンター

の整備に関して、まず、その整備目的と施設

の概要について、そして、整備計画を進める

に当たって、現在の総合体育館はどう取り扱

われていくのか、また、現時点において考え

ている今後のスケジュール、手順はどうなっ

ているのか、お伺いするものであります。

４点目は、既存施設の有効活用等について

お伺いいたします。

学校施設は、子供たちの教育の場であると

同時に、地域コミュニティーの拠点として、

また、地震等の災害時には避難場所等として

利用される、地域住民にとって最も身近で重

要な施設でありますが、児童・生徒の減少に

より統合の必要性が生じ、閉校となってし

まった学校が当市においてもございます。

これら閉校となってしまった学校施設は、

地域においてこれまで果たしてきたその役割
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も踏まえ、施設の耐久性などを考慮の上、有

効に活用されるべきではないかと思います

が、三沢市での閉校となった学校施設の利活

用状況はどうなっているでしょうか。

並びに、現在、計画が進められている第三

中学校新築後の旧第三中学校施設の取り扱い

をどのように考えられているのでありましょ

うか、お伺いするものであります。

５点目であります。先ほどもお話がござい

ましたが、昨日、東北地方において地震が発

生し、当市においても津波注意報が発令され

たことを受け、避難勧告が出されたとのこと

であり、幸いにして大事には至らなかったと

ころでありますが、災害による被害を出さな

い、被害を最小限に食いとめるためには、日

ごろからの備えというものが大切なことだと

思うところでございます。

さて、公共施設には、地震等の災害発生時

に、避難場所としてはもちろんのことであり

ますが、対策拠点として、継続的・機動的に

対応し得る機能が必要で、その災害対策本部

が設置される庁舎の安全性が確保されていな

ければ、災害対策は成り立たないのではない

かと思うところであります。

報道によれば、青森市では、庁舎の耐震診

断の結果、震度６強以上の大規模地震で倒壊

または崩壊の可能性が高いとの判定で、老朽

化による耐震強度不足が判明し、市役所庁舎

の改修や建てかえなどの対策を協議中である

とのことであります。

三沢市役所庁舎も昭和４７年完成の建物で

あり、その耐震性が懸念されるところであり

ますが、災害対策の拠点となる公共施設であ

る市役所庁舎の耐震化の状況についてお伺い

いたします。

次に、予算編成過程の公表についてであり

ます。

市民の皆さんに選択と集中の姿が見えるよ

うに、予算の編成過程を何らかの形で公表し

ていくべきではないかとの、一昨年１２月の

第４回定例会における私の一般質問に対しま

して、市は、「当初予算の編成方針ととも

に、各部が当初予算の要求に当たって定めた

主要施策の取り組み方針等の公表につきまし

ても検討してまいりたい」と考えている。

「そのほかの予算全体の編成過程について

は、今後どういう公表の仕方があるのか、そ

ういうことをいろいろ研究しながら進めてい

きたい」と思う旨の答弁でございました。

そして、平成２３年度予算編成の過程がど

のような形で公表されているのか、三沢市の

ホームページで確認してみたところ、トピッ

クスには何も掲載がなく、いろいろと探して

みた結果、行政経営課が管理する行政経営の

ページに、行政経営の推進に向けた取り組み

の中で、予算編成として、行政評価、当初予

算編成方針、各部局主要施策取組方針が掲載

されておりました。

予算編成過程の一部が公表されたというこ

とは、一定の評価をすることができますが、

その極めて消極的な公表の仕方及び公表内容

については、期待に反し、大変残念な結果で

あると思っております。

健全で開かれたまちづくり、行政への市民

参加を推進していくためには、行政の透明

性、行政情報の見える化が重要ではないで

しょうか。中でも予算編成は、皆さんから集

めた税金を政策、施策、事業を具現化するた

めに再配分するという行政・首長にとって最

も重要な作業であり、その透明性の確保も含

め、選択と集中の姿を積極的に情報として発

信すべきではないかと思いますが、一昨年１

２月からこれまでの間の予算編成過程の公表

に係る研究・検討状況はどのようになってい

るのでしょうか、お伺いするものでありま

す。

最後に、東北新幹線全線開業による影響に

ついてであります。

昨年１２月４日、３８年の時を経て、県民

の悲願であった東北新幹線が全線開業し、当

日には、七戸十和田駅において、また、テレ

ビの画面を通して、朝一番の新幹線がホーム

に入ってくる姿に、熱い思いが込み上げてき

た方もいらっしゃったのでありましょう。
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また、先週には新型車両はやぶさがデ

ビューし、東京－新青森間が最短で３時間１

０分で結ばれることとなりました。

青森県では、観光力の強化をねらい、県の

観光を全国に訴えるため、４月２３日から国

内最大規模のキャンペーン・青森デスティ

ネーションキャンペーンを展開、そのほかに

もあらゆる産業分野で新幹線効果を活用して

いく計画を進めていくとしております。

一方、三沢市にとって東北新幹線全線開業

はどのような意味を持つものでありましょう

か。先週、ある新聞には、かつてのＪＲ主要

駅野辺地、三沢、新幹線開業でにぎわい消え

との見出しで、野辺地、三沢両駅は「乗降客

が大幅に減少。新幹線効果に沸く地域とは対

照的に、両駅周辺の商店街やタクシー業者な

どに深刻な影響を及ぼしている」旨の記事が

載っておりました。

開業から３カ月、三沢市・市民にとって、

その効果、プラス面はあるのか。青い森鉄道

の不便性、三沢駅の機能低下はもとより、さ

まざまな影響、マイナス面ばかりが目につい

て仕方なく、将来を見据えれば、現状に危機

感を抱いてしまうわけであります。

今、求められるものは、その効果、影響等

を的確にとらえ、少しでも効果が得られるよ

うに取り組んでいく、プラス面は伸ばしてい

く、そして、受ける負の影響は最小限に、マ

イナス面をしっかりと解消していくというこ

とではないでしょうか。

そこで、東北新幹線全線開業による三沢

市・市民にとってのプラス面及びマイナス面

を三沢市はどのようにとらえているのか、ま

た、市がとらえているプラス面及びマイナス

面を踏まえ、どのような取り組みをしていく

考えなのか、お伺いするものであります。

以上で、私の質問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの５

番鈴木重正議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの鈴木議員

さんの御質問のうち、東北新幹線全線開業に

よる影響については私から、その他につきま

しては担当部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと思います。

昨年１２月４日に東北新幹線が全線開業

し、青森市や津軽地方を中心に、観光施設へ

の入り込み客数が大幅に増加していることな

どが報道されましたが、当市においては、東

北新幹線全線開業と同時に、並行在来線の三

沢駅がＪＲから青い森鉄道への移管となった

ことによりまして、新幹線との乗り継ぎダイ

ヤやＪＲ切符の販売体制の問題など、利便性

やサービス面の低下によるマイナスの影響が

現時点で大きくあらわれているものと考えて

おります。

青い森鉄道の問題につきましては、昨年１

２月２０日に開催をいたしました青い森鉄道

株式会社の取締役会において、ダイヤの改善

などを強く要請をいたしたところであります

が、来る３月１２日土曜日から、ダイヤ改正

において一部改善が図られるということに

なったところであります。

当市といたしましては、引き続き、利便性

の向上や、あるいは窓口サービスの改善等に

ついて、青い森鉄道株式会社に対して、機会

あるごとに要請してまいりたいと思っており

ます。

また、青い森鉄道への移管による市財政の

マイナス面の影響として、固定資産税の減収

が挙げられます。

これまでＪＲが所有しておりました線路用

地及び線路等の鉄道にかかわる資産の所有権

の一部が青森県に移っておりまして、青森県

が取得した固定資産が非課税となり、平成２

３年度税額で約２,４００万円の減収と見込

まれております。これら減収分の一部につき

ましては、地方交付税等で補てんされること

となっておりますが、この減収分に対しまし

ては、歳入の確保及び歳出の見通しなどによ

り、健全財政の維持を図ってまいりたいと

思っております。

プラス面の影響といたしましては、観光面
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において、現在、全県を挙げて観光ＰＲに取

り組んでいることから、首都圏をはじめ全国

に、当市を含めた観光情報が従来以上に発信

をされていることや、それと並行して、十和

田市など複数の市町村と連携をして広域的な

観光情報の発信を強化していることが挙げら

れます。

当市といたしましては、引き続き、このよ

うな情報発信に努めていくとともに、何より

重要な観光見どころの魅力向上を図ってまい

りたいと考えております。

一方で、観光におけるマイナス面といたし

ましては、アクセスの向上した津軽方面へ観

光客が向かっていると見られることや、八戸

駅から三沢駅までの利便性が低下したことが

挙げられますが、これらへの対処といたしま

しては、先ほど述べた新幹線と青い森鉄道と

の乗り継ぎ利便性の改善や、青い森鉄道の利

活用推進に加えて、市内の観光見どころの魅

力向上や、あるいは積極的な情報発信に努め

ることなどが必要と考えております。

いずれにいたしましても、東北新幹線及び

青い森鉄道が全線開業してからまだ３カ月と

いう短い期間、なおかつ季節が冬だというよ

うなこともありますが、はっきりとした影響

としてはまだ見えない部分が多くありますけ

れども、引き続き、観光客の動向などを注視

していきながら、マイナスの影響は最小限に

とどめ、プラスの影響は、最大限その効果を

享受できるように取り組んでいかなければな

らないと思っております。

私からは以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（澤口正義君） 公共施設の

整備についての御質問にお答えいたします。

はじめに、公共施設の新設、改築、改修等

の整備に係る市全体の総合的な方針や計画を

有しているのかとの御質問についてお答えい

たします。

市が所有する公共施設は多種、多岐にわ

たっておりまして、改築、改修につきまして

は、施設を所管する各担当課において、施設

の適切な維持管理や保全に努めながら、老朽

化等に伴い、改修等の必要が生じた場合に

は、施設ごとの整備に係る事業計画を作成

し、予算要求をすることとなっております。

市では、改築及び改修における総合的な計

画は特に持っておりませんが、各担当課にお

ける改修等の事業計画に基づきまして、中長

期の財政見通しを踏まえながら、整備の必要

性や緊急性などを十分に検討しまして、事業

間の財源調整や事業費の平準化を図りなが

ら、計画的に整備を進めていくこととしてお

ります。

また、施設の新設を検討する場合には、施

設の設置目的や求められる規模・機能等を考

慮しながら、既存施設の統廃合や有効活用、

コストの低減化なども含めまして、最大限効

率的な整備を図ることとしております。

次に、総合振興計画の計画期間内で優先的

に取り組んでいこうとしている公共施設の整

備内容についての御質問についてであります

が、来年度、平成２３年度以降において実施

を計画している主な事業といたしましては、

御案内のように、第三中学校新築事業、学校

耐震化整備事業、農産物加工施設学校給食セ

ンター設置事業、古間木団地建てかえ事業を

実施していくこととしております。

また、仮称ではありますが、国際交流ス

ポーツセンターにつきましては、後期基本計

画の開始となります平成２５年度以降の建設

着工を目指し、今後、現在作業を進めている

基本計画の策定や補助事業採択に係る国との

協議を進めてまいりたいと考えております。

続きまして、予算編成過程の公表について

の御質問にお答えいたします。

予算編成過程につきましては、事務事業評

価及び施策評価の実施と、その評価結果に基

づいた、今後の方向性の決定、予算編成方針

の策定、各部局主要施策取り組み方針の策

定、これらを踏まえた各部における予算要

求、そして、予算要求額の精査等を経て、最

終的な予算案の策定といった一連の過程がご
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ざいます。

平成２２年度の予算編成に当たりまして

は、予算編成方針及び事務事業評価の評価結

果並びに評価結果に基づく今後の方向性など

に基づきながら、三沢市総合振興計画のまち

づくりの基本方針に沿った予算編成を行った

ところであり、また、事務事業評価結果並び

に評価結果に基づく今後の方向性を公表した

ところであります。

平成２３年度の予算編成に当たりまして

は、予算編成過程の透明性を図りまして、市

民に開かれた行政経営の推進を図る観点か

ら、事務事業評価の公表はもちろんのこと、

新たに平成２３年度当初予算編成方針及び各

部の当初予算要求に当たって定めました平成

２３年度各部局主要施策取り組み方針につい

ても公表をしたところでございます。

御質問の予算編成過程の公表についてどの

ように研究・検討を行ったかについてであり

ますが、県内の９市の予算編成過程の公表状

況を見てみますと、予算編成方針を公表して

いるのは、当市以外では弘前市のみとなって

おり、さらに、主要施策取り組み方針を公表

しているのは、当市のみとなっております。

しかしながら、県外の自治体の中には、予

算編成方針とともに、予算要求額の公表をし

ているところや、予算要求及び査定結果並び

に重点事業に係る予算状況の公表をしている

ところ、さらには、市民からの意見募集を

行っている自治体もあり、その方法、様式に

ついてはさまざまございます。

いずれにいたしましても、引き続き他の自

治体の公表方法や公表内容を参考としなが

ら、当市においてどのような方法が適切であ

るのか、さらなる研究・検討をしていきたい

と考えております。

なお、御指摘をいただきましたホームペー

ジの公表のあり方については、早急に検討を

してまいりたいと考えておりますので、御理

解のほどを賜りたくお願い申し上げます。

私からは以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 災害対策の拠点

となる公共施設の耐震化についてお答えいた

します。

国の方針では、阪神淡路大震災の被害状況

調査に基づき、昭和５６年５月３１日以前の

耐震基準で建築された建築物については、建

築物の耐震改修の促進に関する法律により、

耐震化を推進するとしております。

御質問の市庁舎の耐震化につきましては、

市庁舎は、三沢市地域防災計画により、災害

対策本部が設置されることとされており、防

災拠点として重要な役割を担う施設でありま

すが、昭和４６年２月から翌４７年３月にか

けて本館が建設され、また、別館が昭和５５

年１１月から５６年１０月にかけて建築され

ており、いずれも耐震対策を必要とする建築

物であります。

したがいまして、平成２３年度は、国の補

助金や有利な起債などの財源確保に向けた検

討作業を行い、平成２４年度に耐震診断を実

施してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 鈴木議員さんの御

質問の(仮称)国際交流スポーツセンターにつ

いての御質問にお答えいたします。

はじめに、１点目の整備目的と施設概要に

ついての御質問にお答えいたします。

現総合体育館は、昭和５１年３月の竣工

で、現在、築３５年を経過し、施設の老朽化

が著しく、また、この間の各種競技のルール

改正等に伴い、公式試合に対応できない状況

となっており、当市のスポーツ振興の推進や

競技力の向上を図る上で、公式試合に対応し

た屋内体育施設の建設は極めて急務であると

認識しているところであります。

一方、市では、南山多目的ふれあい広場

を、文化、スポーツを通した国際交流の拠点

として位置づけ、平成９年度に基本設計を策

定して、これまで国際交流教育センター、ア

イスアリーナ、テニスコート、野外運動場等

の施設を整備してまいりましたが、計画にあ
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る施設のうち、体育館を含む諸施設が未整備

となっているところであります。

このような状況を踏まえ、このたび、当市

のさらなるスポーツ振興を図るとともに、ス

ポーツを通した国際交流の推進に活用するこ

とを目的として、南山多目的ふれあい広場に

当該施設の建設を計画したものであります。

なお、施設の概要につきましては、現在、

基本計画を策定中であり、現時点においては

詳細な説明をできる状況にありませんが、基

本的には、各種屋内スポーツにおいて、公式

試合が開催できる規格を満たした施設を目指

しているところであります。

次に、御質問の２点目、現在の総合体育館

の取り扱いについてでありますが、今後、

(仮称)国際交流スポーツセンター整備事業が

具現化していく中で、関係機関並びに市内ス

ポーツ関係者等の御意見を伺いながら、将来

的な管理運営費等を総合的に勘案し、対処し

てまいりたいと考えております。

次に、御質問の３点目、現時点において、

整備に係る今後のスケジュールについてであ

りますが、当該事業には多額の費用が見込ま

れますことから、国の補助事業として整備を

目指しているところであります。

今後におきましては、現在策定中の基本計

画をもとに、できるだけ早期に補助事業採択

を受けられるよう関係機関と協議を進めてま

いりたいと考えております。

次に、御質問の４番目、既存施設の有効活

用についての第１点目、閉校となった学校施

設の利活用状況についてお答えいたします。

おおぞら小学校開校により、閉校した根井

小学校、谷地頭小学校、六川目小学校、織笠

小学校の４校については、地域住民、ＰＴＡ

関係者の強い要望と、公共施設を有効活用す

るため、各種団体並びに地域住民が活用でき

る団体活動センターとして転用し、活用して

おります。淋代小学校についても同様に、団

体活動センターとして転用し、活用していま

す。

それぞれの施設活用状況についてですが、

根井団体活動センターは、２団体が利用し、

一つは、小川原湖自然楽校という団体が、施

設周辺の小川原湖を中心とした豊かな自然を

舞台に、子供から大人まで広く、自然体験活

動や環境教育を実施しています。

もう一つは、学校を退職された先生方で組

織している家庭教育支援オフスという団体

が、地域の青少年、子育て、生涯学習及び心

の教育支援の活動拠点として、野外活動、環

境教育等の支援活動、不登校やひきこもりの

子供たちへの支援、講演会の開催、研修・講

習会に利用しています。

谷地頭団体活動センターは、２団体が利用

し、一つは、お助けマンクラブという団体

が、健常者と障害を持つ人たちの触れ合いの

場や、研修会の活動拠点として利用していま

す。

またもう一つは、地元の若者たちで組織し

ている民族音楽研究会という団体が、民族楽

器、主に西アフリカの民族楽器を通して、他

の音楽活動をしている方々との交流を目的と

し、練習の場として利用しています。

六川目団体活動センターは、講堂の内部を

一部改修し、屋内運動施設として整備し、市

内の少年野球クラブで組織している六川目団

体活動センター体育施設利用者の会をつく

り、市内の子供の健康増進を図ることを目的

に利用しています。

淋代団体活動センターは、三沢市体育指導

員の有志で組織しているスポーツクラブ三沢

という団体が、子供たちにスポーツ活動や地

域住民の生涯スポーツの推進を図ることを目

的として利用しています。

織笠団体活動センターは、教育委員会が遺

跡発掘のため収集した遺物整理や復元をする

施設として利用しています。

以上、閉校した５校は、現在、７団体によ

り活用されている状況であります。

次に、第２点目、計画が進められている第

三中学校新築後の旧第三中学校施設の取り扱

いについてお答えいたします。

新築後の旧校舎については、平成１５年度
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に改築を行うための耐力度調査を行った結

果、改築を要する建物と判定されたことか

ら、当該中学校を移転新築することとしたも

のであります。よって、校舎の移転新築後

は、当該校舎を取り壊しするものでありま

す。

講堂については、移転先に所在するおおぞ

ら小学校講堂を共有することから、当該施設

は不要となりますが、地域住民の皆様の強い

要望もあり、グラウンドを含めて、団体活動

センターとして転用することとし、子供たち

や地域の皆様に有効活用していただきたいと

考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ５番。

○５番（鈴木重正君） 何点か再質問をしま

す。

まずはじめに、公共施設の整備等について

ということで、先ほどの御答弁では、公共施

設の整備等に関して、市全体の総合的な計画

は有していないということであったかと思い

ますが、私、先ほど一般質問の中でもいろい

ろと言わせていただいたのですけれども、

今、経済状況等々も悪化している。

そういう中において、数多くある公共施設

というものが、これからどんどん、１年ごと

に、これは確実に老朽化をしていくという中

において、各担当課がそれぞれの担当するも

のをそれぞれが考えていく。そうすると、や

はりそこはどうしてもお役所仕事という、縦

割りなのです。

例えば一例を挙げますと、市のホームペー

ジで見ましたら、例えば、これは、こういう

例は多分一つだと思うのですけれども、野球

場で見ますと、三沢市民運動広場の野球場と

いうのは、どうも市民スポーツ課で管理をし

ていると、三沢市民の森の野球場は観光物産

課で管理しているというのが、これは担当課

ということでホームページに載っています

ね。

そうなりますと、三沢市の野球場はだれが

考えるか。それぞれ、市民スポーツ課の方は

三沢市民運動広場の野球場を考えるでしょう

し、観光物産課の方は三沢市民の森の野球場

しか考えないということだと思います。これ

は、余りにも極端な例えなのですけれども、

要は、担当課がそれぞれ考えるということ

は、やはりそこには役所的な縦割りでしか考

えられないということです。

そういうものを踏まえまして、もう一度確

認したいのですが、今後、三沢市において、

そのような総合的な計画なり方針を立てる必

要はないとお考えなのか、それとも、今の話

等々を踏まえて、今後、検討していくお考え

があるのか、それをまず１点お伺いいたしま

す。

次に、国際交流スポーツセンターの建設で

ありますが、教育長さんのほうからるるござ

いましたが、今後のスケジュールということ

も踏まえて、整備計画を進めるに当たって、

総合体育館はどうなるのかということは、今

のお話ですと、これから計画が具現化してい

く中で、皆さんの御意見を聴取して、その取

り扱いを決めていきたいということでありま

す。

そうしますと、何かお話を聞いても、国際

交流スポーツセンターというものを建てると

いうことが前提ですね。整備をどんどん進め

ていきますと。そのときに、要は、先ほど言

われた体育館が老朽化している。それを南山

多目的広場に建てると、名前は国際交流ス

ポーツセンター、中身も変わるのでしょう。

そこは今、基本計画策定中ということだと。

それを踏まえたとしても、そうすると、体育

館、二つ目を今、建てようとしているわけで

す。私は、今の体育館をどうするのかという

議論がまずなされないと、新しいものがもう

一つ必要なら、本当に必要なのですかという

必要性、それについては若干の疑問を持たざ

るを得ないということだと思います。

そこで、もう一度確認なのですけれども、

今、今後の手順として、もう建てるのは決め

ました。さらに、国の補助事業を活用してい

きましょうという中で、今後、基本計画をも
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とに、国の補助事業、財源を確保するように

調整していくというお話でしたけれども、そ

の過程の中において、本当にこの国際交流ス

ポーツセンター、今、優先的に整備すべき

か。

もちろん、先ほど市庁舎の耐震化、これ

は、耐震化を２３年度に予算を何とか見つけ

て、２４年度に調査する。結果、老朽化が認

められれば、今度、整備となれば、それ以降

です。そういったことがあります。要は、優

先順位をどこにつけるかということが、私に

は若干不透明に感じられてなりません。

ということで、先ほどの今後の手順の中

で、予算をとることばかりなのですけれど

も、その際に、いま一度、その必要性なり、

現在の体育館の取り扱いも含めて、市民なり

と検討・議論をする場というもの、そういう

手順を踏むおつもりがないのか、これをお聞

きいたします。

次に、予算編成過程の公表についてであり

ますが、今後もさらなる研究・検討を進めて

いくということであります。これは１点、簡

潔にお願いいたします。

私は、予算編成過程を積極的に情報として

発信をしていくべきではないかと思います。

これに対して、これは事務方の方々でどうの

こうのということではないと思います。市長

さんは、予算編成過程を積極的に情報として

発信をしていくべきかどうか、どちらのお考

えなのか、それをお伺いいたします。

情報として積極的に発信していくのだとい

うお考えであれば、必然的に、どこを出せる

かではなく、どういったものを出そうという

議論になって、そんなに時間がかからずに、

予算編成過程というものは情報として公表さ

れるものではないかと思います。

最後に、新幹線の影響についてであります

が、マイナス面、青い森鉄道云々かんぬんと

いうことで、利便性、サービスの向上を機会

あるごとに要請していくと。ぜひやっていた

だきたいと思います。

そのほかにもさまざまなマイナス面という

もの、御発言がなかった経済面とかいろいろ

なことがあろうかと思いますけれども、これ

は、ぜひマイナス面をプラスにしていく、確

実にマイナス面を少なくしていく、それはぜ

ひ全力で取り組んでいただきたいと思います

が。

プラス面として、観光のことに若干述べら

れておりましたが、観光も情報発信として、

今、三沢市もいろいろ取り組んでいると。そ

の中で、そうしますと、４月から県で青森デ

スティネーションキャンペーンということ

で、全国的な最大規模のキャンペーンを打っ

ていくわけですけれども、このデスティネー

ションキャンペーンにおいて、三沢市はどう

いった形で参画というか、どのような情報を

発信していく計画なのか、そこをお伺いいた

します。

以上です。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

今の予算の関係について、公表するのかし

ないのかというようなことでありますが、こ

れは、やはり予算そのものについて、市民が

どういうものかということを周知徹底する必

要があるわけでありますから、当然これは公

表の方向で検討してまいりたいと思います。

積極的にやりたいと思います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（澤口正義君） 公共施設整

備の再質問にお答え申し上げます。

全体の計画をつくった上で、整備を計画的

に進めていくべきではないのかということだ

ろうというふうに受けとめたところでござい

ますが、実は、現実問題といたしまして、さ

まざまな施設があるわけでございますが、そ

の施設につきましても、あらあらのところで

は建築年数もわかりますし、また、その施設

によっては耐用年数等もわかるわけでござい



― 51 ―

ますけれども、なかなか計画を持ってして

も、財源のことも含めまして、うまくいかな

いというのがこれまでの例でございますけれ

ども、ただ、従来から行ってきている方法と

いたしましては、これは、あくまでも財政を

担当する財政課になるのですけれども、財政

運用計画というものを持っておりまして、こ

の中で、先生、先ほど御指摘ありました長期

計画に相当するものは持っているというふう

に私どもは認識しておりますけれども、いず

れにしましても、もう少しわかりやすい形で

整備計画なるものを進めていくということは

非常に大事なことだということで認識してお

りますので、今後、検討をさせていただきた

いと思います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 御質問の観光

問題のうち、新幹線に関連した観光で青森デ

スティネーションキャンペーン、これに三沢

市がどういうふうにかかわっていくかという

ことでございますが、活動内容といたしまし

て、県内の自治体、観光団体、観光事業所等

が一丸となって、県内の観光資源の掘り起こ

しや磨き上げ、観光客の受け入れ態勢の整

備・充実を図りながら、全国のＪＲグループ

６社の協力のもとに、本県初の単独デスティ

ネーションキャンペーンを展開する。全国か

ら集中的な誘客を図り、新幹線全線開業効果

の維持・拡大を図りたい、このようになって

おります。

三沢市といたしましては、県で県内市町村

の観光情報を集めて発信していくという作業

を行ってくれることから、これに市内の観光

の見どころである航空科学館や寺山記念館な

ど、これの情報発信を積極的に行っていきた

いと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（澤口正義君） 先ほどの公

共施設整備についての補足答弁をさせていた

だきたいと思います。

実は、議員さんからいろいろお話のござい

ました統廃合、あるいは施設の延命等につき

ましては、平成２１年１２月に策定されまし

た、現在の三沢市行財政改革大綱におきまし

て、施設の統廃合や公共施設の延命化計画策

定について、今後、検討するということで定

めております。

既に、例えば公園とか公営住宅につきまし

ては、この計画を定めておりまして、その他

の施設につきましても、先ほど財運計画の中

でということを申し上げたわけでございます

が、これと並行して、長寿命化の計画も策定

しながら、総合的な管理運営に当たってまい

りたいと考えておりますので、補足答弁とさ

せていただきます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 鈴木議員さんの再

質問にお答えします。

国際交流スポーツセンターを建てる前提で

あるとしても、今の体育館を、まず、処遇を

どうすべきかという質問であったと思いま

す。

これについては、補助採択に向けて、まず

数年を要すること。それから、老朽化してい

ますが、新築までにもまた数年かかる。現

在、その間、かなり多い利用者が今現在利用

しているということが第１点であると思いま

す。

それから、検討を要する問題については、

市民のニーズ、体育関係者から、もう既に、

先般も体育協会から要望等がありまして、受

けております。そういうような観点から、そ

の期間中に市民ニーズ、またはスポーツ関係

者等から御意見を聞いて、措置については決

めたいなと思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ５番。

鈴木議員の一般質問は、２時４６分までと

なっておりますので、質問、答弁とも簡潔に

お願いいたします。

○５番（鈴木重正君） １点お伺いいたしま

す。
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ただいまの国際交流スポーツセンターの体

育館の取り扱いということです。

補助採択まで時間がかかります。補助採択

された後も、建設までに時間がかかります。

現実的に使っている方々がいらっしゃる。な

ので、その間に皆さんから御意見、現に今も

いろいろと御意見は承っているというような

答弁だったと思いますけれども。

私が何を言いたいかというと、まず１点、

手短に言うと、国際交流スポーツセンターの

建設、何も反対しているわけではないので

す。私は、今、三沢市にとって必要な施設で

あり、そしてまた、今後、財政的にも無理な

くできるということであれば、それは絶対建

てたほうがいい、あったほうがいい。ただ、

本当にそうなのかということを検証する必要

があるのではないかということです。

その検証のときに、もしかすると古い体育

館は残りますと、お金はまだまだどんどん、

年に何千万円もかかります。だけれども、

こっちに新しいのをつくります。こっちは、

今度、毎年さらに何千万円、建設に何十億円

かかりますと。それで果たして議論になるか

ということなのです。

まず、これはなくします、建てます、その

ために幾らかかって、こうなりますと言わな

いと、なかなか、いいか悪いかという判断

は、私は通常、できないと思うのですけれど

も。そういうことにおいて、今の答弁だと、

はなから建てるのは建てる、古いほうの体育

館については、簡単に言うと、その後、まだ

時間があるから、その間に決めましょうとい

うような答弁に私は受けとめたのであります

けれども、もう一度、そこの考え方というの

は、何というのですか、ありきではなくて、

まずそこをきちんと並行して議論していく必

要が本当にないとお考えなのかどうか、いま

一度御答弁をお願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

します。

並行して考えていく、これは、正規な物の

進め方であると思います。根底には、鈴木先

生もおっしゃる、スクラップ・アンド・ビル

ド、つまり、施設の新設、制度の新設に当

たっては、同一用途の施設、同一効果の制度

をまず廃止してから新たなものをつくるべき

との考え方。

ただ、無駄遣いをしないようにと、似たよ

うな施設を併存されるときには無駄遣いをし

ないようにという考え方が背後にあるのでは

ないかと思います。これは、やはり基本的な

物の考えで、このようなことは最大限に考え

ながら事業を進めていきたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、５番

鈴木重正議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番天間勝則議員の登壇を願います。

○７番（天間勝則君） みさわ未来天間勝

則、通告に従って、質問させていただきま

す。

それでは、最初の質問であります。ＭＧＩ

の今後の動向についてであります。

私は、１２月議会において、ＭＧＩに出資

金並びに貸付金総額９,５００万円に対して

賛成いたしました。

それは、今後、ＭＧＩが頓挫した場合、返

還金７億円ぐらいが発生する可能性があるこ

と。そのことにより、財政にさまざまな負担

が強いられ、財政の健全化を阻害する要因に

なる可能性が懸念されること。もう一つは、

国の補助事業に対し、三沢市は大きな信頼性

を失う可能性があること。それにより、今

後、三沢市に対し、国の補助事業の承認が厳

しくなる可能性があること。

そして、ＭＧＩの施設が民間経営になった

とき、営利主導のもと、拠点施設にふさわし

くない営業がなされ、青少年に悪影響を及ぼ

す可能性があることは避けるべきであり、本

来、市民が望むことは、基本計画に沿ったア
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メリカ村のシンボルとして、アメリカテイス

トされた拠点施設であってほしいということ

であります。

先般、タウンミーティングにおいて、ＭＧ

Ｉに対する意見を市民の方々からお伺いいた

しました。その内容を報告させていただきま

すが、市民の生の声であります。

アメリカ村は人が集まるところであるべ

き。子供が集まれば親も集まるのではない

か。アメリカの感じがしない。米軍グッズ、

ガレージセールの開催、既に行っているそう

でありますが、そうであれば、もっと広報す

るべき。冬のイベントがない、クリスマスツ

リー以外に多彩に行ってほしい。駐車場が少

ない。中心街より郊外につくったほうがよ

かったのでは。一方通行を対面通行にしたほ

うがよいのではないか。タウンミーティング

を各町内会で行ってほしい。アメリカ村総予

算８２億円、スカイツリー３６０億円、経済

効果。アメリカフードがアメリカ村で買えな

いのか。アメリカ村の景観がばらばら。表参

道的な景観になればいい。三沢市には、若い

人が集まるパワーがある。若い商店主に支援

を。商店街全体で活動が大事。ＭＧプラザ中

心に駐車場が少ない。整備がいいが中が見え

ない。タウンマネジャーがいないからまちづ

くりが進まない。アメリカ人を活用すること

でアメリカテイストが出せるのではないか。

音楽とかアメリカンデー、その他、多彩に各

種イベントを開催してはどうか。

このような意見が市民から出され、アメリ

カ村に、ＭＧプラザに対して前向きな意見だ

と思いますが、市民の生の声でありますの

で、テーマから外れた意見もありますが、市

民の大事な意見でありますから紹介させてい

ただきました。

それでは、質問に入ります。

三沢市がＭＧＩの経営にかかわる中で、市

民から、アメリカの雰囲気のある拠点施設で

あるべきとの声が多く意見としてあります

が、三沢市として、今後、異国情緒のあるＭ

Ｇプラザにしていく施策はあるのか、当局に

お伺いいたします。

続きまして、２問目の質問であります。地

場産品を生かしたまちおこしについてであり

ます。

全国で「Ｂ級ご当地グルメ」・通称Ｂ－１

グランプリが話題になっております。安く

て、うまくて、地元の人に愛されている地域

の名物料理や郷土料理をＢ級御当地グルメと

定義し、その日本一を決めようというのがＢ

－１グランプリであります。

Ｂ－１グランプリは、社団法人Ｂ級ご当地

グルメでまちおこし団体連絡協議会・愛称愛

Ｂリーグと開催地の地元実行委員会との共同

主催で年１回開催されております。Ｂ－１グ

ランプリに出店しているのは、社団法人愛Ｂ

リーグ加盟の食のまちおこし団体であり、開

催当日には、おいしさだけではなく、地域を

ＰＲするパフォーマンスやおもてなしの対応

などを含め、投票が行われ、グランプリが決

定いたします。

食のまちおこしは、Ｂ級御当地グルメを売

ることを目的としているのではなく、食を通

じて自分たちのまちを知ってもらうための活

動であり、広く知られることにより、１人で

も多くの人が現地に足を運んでもらうため

の、食のまちおこしの活動のお披露目の場で

あるわけであります。

第１回目の開催地は八戸でありますが、来

場者数１万７,０００人であったものが、

年々来場者を伸ばし、第５回厚木大会では４

３万５,０００人もの来場者があったという

ことであります。三沢航空祭の３倍ぐらいの

来場者と思います。

また、経済効果も富士宮やきそばでは４３

６億円の経済効果があったそうであります。

このように経済効果も莫大な効果をもたらし

ております。注目度も感じられると思いま

す。

その中で、全国各自治体でＢ級御当地グル

メを活用してまちおこしを考えているところ

も多いようであります。青森県においても、

新幹線効果を高め、活性化しようと、青森市



― 54 ―

で、北海道・東北ブロックＢ－１グランプリ

を誘致しているようであります。

ある自治体では、プロの調理人に依頼をし

て御当地グルメを開発しているところもある

ということであります。県内では、八戸せん

べい汁、十和田バラ焼き、黒石つゆやきそ

ば、青森生姜味噌おでんがＢ－１グランプリ

に出店し、すばらしい成績を残しておりま

す。

三沢市においても、地場産品の消費、ま

た、ＰＲに努めていると思いますが、ほっき

丼においても季節限定であったり、バラ焼き

ドック、エアフォースバーガー、パイカ鍋な

どいろいろ開発はしていると思いますが、本

格的に売り出していくまでに至っていない現

状であります。

また、２３年度予算では、地産販売推進補

助金が計上されており、その中で、地産地消

フェア運営費、ご当地グルメ屋台村出店費等

が盛り込まれております。大変いい試みだと

思います。

しかし、予算、事業はしっかりと目標を

持って行うべきだと思います。ご当地グルメ

屋台村を開催するのであれば、その中から三

沢一のグルメを発掘するイベントであっても

いいと思うわけであります。その中で、地産

地消、食育を推進する立場から、食からまち

おこしを考えたときに、地場産品を使い、市

民から調理品を提供していただき、市民とと

もに本格的に食べ比べ大会をしながら、三沢

市独自のＢ級御当地グルメを開発し、全国に

発信し、地場産品のＰＲと三沢市のＰＲをし

ていくことが、１次産業と三沢市の活性化に

つながっていくと考えますことから質問いた

します。

全国でＢ級御当地グルメが話題になってお

ります。当市においても、地場産品を使い、

市民とともにＢ級御当地グルメを開発し、Ｂ

－１グランプリに挑戦して、三沢市のＰＲと

活性化に努めていく考えはあるか、当局にお

伺いいたします。

以上、質問であります。御答弁よろしくお

願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの７

番天間勝則議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの天間議員

さんの御質問のうち、三沢市の活性化につい

ては私から、その他については経済部長から

お答えをさせますので、御了承願いたいと思

います。

近年、全国で、いわゆる御当地グルメブー

ムが続いておりまして、県内でも、議員さん

のお話にもありましたように、八戸せんべい

汁研究所や十和田バラ焼きゼミナールなど、

市民が自発的に結成したグループが、郷土料

理をテーマとして、地域おこしの取り組みを

盛んに行っているところであります。

御質問のＢ－１グランプリは、御当地グル

メコンテストのイベントであるわけでありま

すが、通称愛Ｂリーグと呼ばれるＢ級ご当地

グルメでまちおこし団体連絡協議会という団

体が主催をしているわけであります。

県内では、さきに申し上げました２団体

と、やきそばのまち黒石会及び青森おでんの

会を加えた４団体が、現在、会員となってい

るようであります。

一方、当市における御当地グルメ活動とし

ては、市が主導して、三沢ほっき丼を名物料

理とすべく、定着を図っているところであり

ますが、また、商工会青年部がイベント時に

バラ焼きドックを販売する活動を続けている

ほか、三沢商業高校生徒による、ながいもア

イスの企画販売活動などが行われておりま

す。

このような中で、市民の間から、三沢から

もＢ－１グランプリに参加する団体が出てほ

しいとの声があることは承知しております

が、同協議会では、Ｂ級御当地グルメの定義

として、地元の人が日常的に食べている、ま

たは、食べることができるもので、そのまち

へ行けば複数の店で提供していたり、一般家

庭で食べていることができるものとしており
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ます。また、会員として入会できるのは、Ｂ

級御当地グルメでブランド化を目指して活動

している団体、グループとしているわけであ

ります。

よって、仮にＢ－１グランプリの参加を希

望しても、何の料理、どのようなグループが

入会を認められるかという点から、すぐには

実現が難しいということであります。

先般、当市では、新たにパイカ料理を広め

る取り組みを開始いたしましたが、それと並

行して広報みさわ３月号に、(仮称)三沢パイ

カ応援隊を求むとの記事を掲載しまして、パ

イカ料理を使ってまちおこし活動に取り組む

団体があらわれることを呼びかけたところで

あります。

商店主や会社員、大学生や主婦等で自主的

に結成され、自由に活動している八戸せんべ

い汁研究所や、十和田バラ焼きゼミナールの

ような意欲と熱意あふれる市民グループが三

沢にもあらわれ、まさにＢ－１グランプリを

目指すことになりましたら、当市といたしま

しても積極的に応援してまいりたいと、この

ように考えているわけであります。

私からは以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 御質問の中心

街活性化についてお答えいたします。

市として、今後、異国情緒あるＭＧプラザ

にしていく施策はあるのかということでござ

いますが、これまでは、会社自体が存亡の危

機にあったことから、ＭＧインターナショナ

ル株式会社につきましては、国際色に配慮し

ていたものの、財政基盤の安定に重点を置か

ざるを得ず、テナントの早期入居を優先した

ものと聞いております。

しかしながら、今般、民間有志の方々が出

資し、さらには市が財政支援を行い、ＭＧイ

ンターナショナル株式会社が財政的にはゼロ

からのスタートとなりました。加えて、先月

２５日には、円滑な業務ができる役員体制と

なりました。

今後は、会社の具体的な運営方針を決める

取締役会等において、ＭＧプラザが国際色豊

かな雰囲気となるよう積極的に発言して、中

心市街地活性化基本計画の理念の実現を図っ

てまいりたいと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ７番。

○７番（天間勝則君） 答弁ありがとうござ

います。

それでは、再質問させていただきますが、

Ｂ－１グルメの、いわゆるそれをチャレンジ

する市民グループがあらわれればいいという

ふうな待つ構えの感じで受けました。そうで

はなくて、やはりそういった人たちを探すと

いうことも一つだと思うのです。そのほうが

早いと思うし、出てきていただければ、それ

はそれにこしたことないのですが、やはりこ

れだけのイベントの中に、全国的に注目され

ているＢ－１グランプリですから、何とか、

これだけ三沢も１次産業の盛んなところであ

りますから、そういった地場産品をきちっと

使って、全国にＰＲしていくべきだと私は思

うし、この辺は、待っているのではなくて、

探していくのだというふうなお考えがあるの

か、その辺をひとつお伺いします。

そしてもう一つが、いわゆるＭＧのことに

なりますが、三沢市では、一昔、二昔前は近

隣市町村から、三沢市の人はみんな英語が

しゃべれると思っていたようであります。そ

のぐらい三沢市は国際色豊かな雰囲気を醸し

出していたと思います。

そこで、国際色を出すため、三沢市ではい

ろいろな国際交流団体があると思いますが、

その団体を巻き込んでといいますか、かか

わって、国際色を高めていくことも必要だと

思いますが、ＭＧは今後、国際交流団体とか

かわりを持って、国際色豊かなアメリカ村を

築いていく考えはあるのか、お伺いいたしま

す。この２点でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい
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たします。

市は待っているのか、行政は待っているの

かというようなことでありますが、決して

待っているということではないけれども、や

はり主役は行政ではなくて、行政というもの

は、手だてをどうするかということについて

は当然やっていかなければならないわけであ

りますので、誤解されるかと思いますけれど

も、そういうことで、かかわりは持っていく

けれども、やはりそういう情熱あふれる人が

出てきて、そういうことを育てることについ

てはお手伝いをしてまいりたいと、こういう

ことであります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） ＭＧプラザに

関する再質問にお答え申し上げます。

市内には、現在、国際交流に関連する団体

が２４ほどございます。これは、市役所で各

課に照会して把握した数字でございます。こ

のうち、三沢国際クラブ、日米友好クラブ、

みさわ国際交流協会、ボーイスカウト、ガー

ルスカウトなど、交流イベントを行っている

団体もございます。

中心市街地活性化の基本理念の中には、国

際色豊かなということがございますので、こ

ういう国際色豊かな交流イベントを開催して

いる国際交流団体とは、今後、相互に協力体

制を築いていければ、街なかの国際色は増す

ものと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ７番。

○７番（天間勝則君） それでは、再々質問

に入らせていただきます。

そういう団体が早く出てきて、三沢市の活

性化に努めていただければというふうに願い

ます。

最後に、ＭＧのことになりますが、質問い

たします。

国際色を出すためには、テナントも重要な

役割があると思います。ＭＧの計画段階で

は、商工会が先頭に立ってテナントを募集し

ておりました。テナントもそこそこ集まって

いたようですが、今の状況からだと商工会で

テナントを集めるのも、二番せんじの中、厳

しいものがあると思います。また、商工会だ

と市内中心の募集になるかと思います。

そこで、三セクになったわけでありますか

ら、テナントの入居に問題なければ、国際色

を出すために広くテナントを募集してもいい

と思いますが、テナントについてどのような

考えがあるのか、お伺いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 議員さんの

再々質問、テナントリーシングのことについ

てお答え申し上げます。

１２月に６,５００万円の出資金と３,００

０万円の貸付金等を可決いただきまして、経

済産業省に報告等に参りました。その席で、

第三セクターになったのであれば、まちづく

り会社支援事業に応募できるので、ぜひとも

応募してみたらいかがですかというアドバイ

スをいただきました。第三セクターになるこ

とによって、まちづくり会社という経済産業

省の当該事業の性格を帯びるということであ

ります。

この事業は、昨年ですと４月中旬に募集要

項が確定して、公募を開始しております。内

容といたしましては、商業施設のテナント

リーシングプラン作成、これは経済産業省が

直接東京の自分でストックしている会社に、

三沢の賃貸条件はこうであります、面積はこ

うであります、人口はこのくらいあります、

おたくはいかがですかという、回ってくれる

ような事業であります。

この事業には、ぜひとも、新体制になりま

したので、４月になりましたらすぐに情報を

収集して、応募したいと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、７番

天間勝則議員の質問を終わります。

この際、午後３時２０分まで休憩します。

午後 ３時０９分 休憩
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────────────────

午後 ３時２０分 再開

○副議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き

続き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

○１２番（野坂篤司君） みさわ未来の野坂

篤司が、通告に従いまして一般質問をさせて

いただきます。

はじめに、市長の政治市政問題について伺

います。

種市市長は、昨年１２月３日に開催された

三沢市議会第４回定例会で、小比類巻正規議

員の市長続投の強い要請に対する質問に対し

て、市長立候補の意志を固めたとの答弁をさ

れました。

また、ことしの２月７日、後援会主催の三

沢市長種市一正報告会が開催されるなど、市

長２期目の準備を整えつつあると感じまし

た。

しかしながら、出席した私から見ますと、

支持者の熱意を感じましたが、肝心の種市市

長の熱意が感じられないのであります。

一般市民の方によく聞かれることは、今の

市長は、市政運営をどうするのか、どうした

いのかよくわからないという質問を受けるこ

とがあります。私としても大変残念に思うの

で、市長の控え目な人柄がそういうことを感

じるのではないかと説明しているときもあり

ます。

市長は、全農連会長を経験した人脈がある

から安心しているのか、人間的に信頼のある

人柄だから市民の皆さんが安心して種市市長

に全幅の信頼を寄せているのかわかりません

が、このままでは三沢市の未来が見えてきま

せん。

そこで、提案ですが、今こそ三沢市の将来

ビジョンを種市市長マニフェストとして作成

し、三沢市民に発表するべきであると思いま

す。

マニフェストの語源は、イタリア語の宣

言・誓約だと言われますが、日本では、政策

推進公約と訳されています。実際に選挙で有

権者にマニフェストを示したのは、１８３４

年・イギリスであり、以来、１９７９年・

サッチャー政権、１９９７年・トニー・ブレ

ア政権も政策中心の選挙の効果を知らしめる

ものになりました。

日本でのマニフェストの提唱者は、２００

７年、当時、三重県知事をされていました北

川正恭氏であります。地方から政治を変える

という志で、三重県知事を引退した北川正恭

氏は、ローカルマニフェスト推進ネットワー

クを設立し、現在は早稲田大学マニフェスト

研修所所長をされております。

このマニフェストは、わかりやすく言う

と、不言実行から有言実行になるということ

であります。北川氏は、首長の理想、ビジョ

ンの内容を問う場は、民主主義社会ならば選

挙である。選挙で示す理念やビジョンを確実

に実行するための期限、財源、工程を明記す

る体系立った政策集がマニフェストである、

このように話しています。

青森県でも、八戸市市長は、八戸前進プラ

ンをマニフェストに掲げ、２４項目９２事業

を実施しています。青森市長も、マニフェス

ト工程表として、三つの改革、六つの元気プ

ロジェクトを発表し、弘前市長も「子ども達

の笑顔あふれる弘前づくり」と題し、スマイ

ル３３、チャレンジ６７、計１００のマニ

フェストを発表しています。

今では、全国の大部分の市長立候補者が市

民にマニフェストを発表し、インターネット

に公開し、さらに、自身のホームページを開

設する時代になっています。マニフェストを

公開することにより、企画・立案、実行・評

価のプラン・ドゥー・シー、また、計画実行

評価改善のプラン・ドゥー・シー・アクショ

ン、ＰＤＣＡのプラン・ドゥー・チェック・

アクションなどのサイクルが回っていくわけ

であります。マネジメントサイクルが市民協

働でのまちづくりの実現につながっていくも

のと考えます。

先ほども言いましたように、種市市長は全



― 58 ―

国農業協同組合連合会会長をされた全国レベ

ルのリーダーであります。市長としても全国

レベルの市長になっていただきたいと私も市

民も思っているのであります。

市長マニフェストは、選挙に勝つために作

成するものではありません。市民の未来のた

めに、善政を実行するため、いわゆるよい政

治を実行するための市民との約束なのであり

ます。

したがいまして、市長選挙に立候補する方

は、どのような方でも、どのような人でも、

市長マニフェストを作成し、公開し、市民の

負託にこたえていく姿勢が極めて大切で、重

要な条件になると思います。もしも、その姿

勢がないままに市長選挙に立候補するとすれ

ば、それ自体に疑問を感じるのであります。

そこで、質問ですが、一つ目として、種市

市長は、６月５日に予定されている三沢市長

選挙において、三沢市民に三沢市長マニフェ

ストを発表し、公開する考えがあるかどう

か、伺います。

二つ目として、マニフェストを発表する考

えがないとすれば、その理由を伺います。

次に、中心市街地活性化問題について伺い

ます。

私は、昨年１２月議会で、ＭＧプラザ支援

に対し三沢市の税金６,５００万円を投入す

ることは、三沢市が大株主になり、第三セク

ターになることであり、これまでの例を見る

と、全国的に第三セクター化は失敗する可能

性が高いということで、第三セクター化にす

ることに反対した１人であります。

新聞紙上によりますと、２月２５日に臨時

株主総会を開き、新社長に小坂商工会副会長

を選任するなどして経営陣を刷新し、３月に

三沢市から６,５００万円の出資を受けた

後、三沢市が筆頭株主となる第三セクターと

して再出発する。２月２５日現在の資本金

は、民間出資の５,０４０万円と会社設立時

の２,０００万円、合わせて７,０４０万円、

それに６,５００万円を３月７日までに市か

ら払い込みを受け、最終的な資本金は１億

３,５４０万円となり、三沢市の出資比率は

４８％になる。第三セクター移行に伴い、三

沢市から取締役と監査役、それぞれ１人を市

から迎え入れる予定と書かれています。

そこで、今後の三沢市のかかわり方につい

て質問いたします。

はじめに、三沢市は６,５００万円の出資

金を出し、さらに、無利子貸し付けでありま

す３,０００万円があり、合計９,５００万円

の税金を投入するわけでありますが、４８％

の大株主になります。

実は、きのう登記所に行きまして登記の実

態を見ましたが、まだ６,５００万円は払い

込まれておりませんので、払い込まれるとい

うことで、いつ払い込まれるのか。一つ目と

して、払い込まれて資本金が１億３,５４０

万円になったときに、いわゆる大株主になる

わけでありますが、それがいつになるのか。

そして、その時点で最終的な責任者はだれな

のかをまず先に質問したいと思います。第１

点目の質問であります。

２番目として、一般的に４８％の大株主で

あれば、人事権や予算権を持つものですが、

今後、三沢市民に対し、人事を含めた経営方

針や決算書を公表するのか、伺いたいと思い

ます。

三つ目としては、ＭＧ株式会社の再出発に

当たり、三沢市から取締役と監査役の２人が

出向することになると書いてありましたが、

その人の人件費はどのくらいになり、ＭＧ株

式会社から出金するのか、または三沢市から

その金額を出すのか、もし三沢市から出金す

るとすれば、９,５００万円以外にさらに出

金することになるのですが、どのぐらいの出

金を見積もっているのか、伺いたいと思いま

す。

最後に、今回、ＭＧＩ株式会社の出資金や

貸付金９,５００万円は三沢市が出金してい

ますが、冷静に考えてみますと、三沢市民の

皆さんの大切なお金を使っているのだという

ことが、その事実であります。いわゆる三沢

市民一人一人が株主であるということにほか
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ならないと思います。ぜひ詳しく、今後のこ

とは広報みさわに掲載されるべきものと思い

ます。

今後もこの件につきまして、重大な関心を

持っていきたいと思いますので、明快な答弁

をお願いしたいと思います。これまでの答弁

を伺っておりますと、どうしても理解できな

いことがありますので、私や市民が理解でき

るような答弁をお願いしたいと思います。

これをもちまして、質問を終わらせていた

だきます。御清聴ありがとうございました。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１

２番野坂篤司議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さんの御質問のうち、政治姿勢問題について

は私から、その他につきましては経済部長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

思います。

私は、マニフェストとは、どのような政策

をどのように進めていくかを市民に示すもの

だと、こういうふうに理解をしております。

顧みますと、平成１９年６月の市長選挙に

立候補するに当たりまして、産業の振興、街

なか再生の推進、広域観光の推進及び安心し

て暮らせるまちづくりの推進の４本の柱とと

もに、基地との共存共栄を基本姿勢として掲

げ、市長に就任させていただいたわけであり

ます。

就任後、市民アンケートの内容をもとに、

市民が何を必要とし、何を重要ととらえてい

るのか、また、市政に対する不満や満足度が

どの点にあるのかを分析し、課題を見きわめ

た上で構想を組み上げ、基本理念となる「人

とまち みんなで創る 国際文化都市」を掲

げ、その理念のもとで、事業の実現・展開を

図るべく、御案内のように６本の基本方針を

打ち立てて、各施策の内容に検討を加えたも

のを、いわゆる三沢市の総合振興計画に盛り

込んだところであります。

いわば、この計画の中に私の目指すべく政

策、いわゆる公約がすべて集約されているも

のでありまして、当計画を推進することが、

今後の目指すべく市政運営でもあり、私の２

期目の選挙公約に匹敵するものととらえてお

ります。

また、事業実施におけるＰＤＣＡマネジメ

ントサイクルについてでありますが、政策に

基づいた事業を実施し、市民にその評価を受

ける、さらには、その結果を公表する。この

システムについては、市民の視点を取り入れ

る上でも大変重要であると考えております。

このことから、本年度においても、学識経

験者や公募制による市民も交えた１５名の三

沢市行政改革推進委員により、公開にて外部

検証を受け、市民の視点からの評価をいただ

いたところであります。

中でも、外部評価では妥当でないとされた

市街地環境の整備や活性化など８項目につい

ては、今後、改善を要するものであり、私の

公約における引き続きの課題でもあり、研究

でもあると心得ております。

以上のことから、前段で申し上げましたと

おり、大事なところは、どのような政策をど

のように進めるのか、そのことが重要であ

り、今の私としては、選挙ごとにマニフェス

トを作成し、基本理念や基本方針をむやみに

変えるものではなく、今の基本理念、基本方

針を礎にそのまま推進していくのが、選挙時

における私の公約と言っても過言ではありま

せん。

今後におきましても、より一層の市政の繁

栄に努めてまいりますので、皆様の御理解を

いただきたいと思いますが、いずれにして

も、このようなことでは何をするのかという

ことで、いつもおしかりを受けるような気が

しておりますが、その実現のために、手段と

して、具体的にどのようなものを示すのかと

いうようなことであろうと思います。

まずもって、本会議の開会日に私の市政運

営に対する基本姿勢及び２３年度予算の編成

方針を述べさせていただいたわけでありま

す。また、本年１月の広報みさわにおきまし
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ても、新春のあいさつというようなことで、

「『人とまち みんなで創る 国際文化都

市』を目指して」と題し、その実現を図るべ

く方針や道筋を、三沢市総合振興計画及びそ

の実施計画に基づいてお示しをしたところで

あります。

さらには、先ほど鈴木議員の答弁の中でも

述べさせていただきましたが、具体的には三

中の新築工事といいますか、いわゆる施設の

維持管理の問題、特に学校を優先して耐震の

問題を進めてきた経過もありますが、そんな

中での新築、あるいは農産加工施設を備え

た、これもいわゆる施設の維持管理というこ

とが先行すると思いますが、給食センターの

設置、あるいは古間木団地の建てかえ事業、

そして、都市計画等の見直しの中で、非常に

開発といいますか、整備がおくれている岡三

沢堀口地区の整備といいますか、そのことに

も思いをいたしながら、ここですべてを述べ

るわけにはいきませんが、いずれにしても、

前期、後期、重点事項を交えながら、さらに

は将来的な夢というわけではないけれども、

そういうものも、例えば航空産業の誘致など

も含めて、あるいは移転跡地の活用、さらに

は病院跡地の活用をどうするのかというよう

なこと等、さまざまな面で提示をいたしてお

るわけでありまして、そういう提示しました

ようなことを、優先度の高いものからスピー

ド感を持って着実に、中長期にわたる整備が

必要なことについて、慎重にかつ方向性を見

失わないように進める必要があると考えてお

ります。そんなことで御理解を賜りたいと思

います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（米田光一郎君） 中心市街地活

性化問題についてお答えいたします。

議員さんから質問が５点あったわけです

が、事前に通告された内容が一番最後にござ

いましたので、順序を変えてこちらから説明

したいと思います。

１点目から４点目までは、事前に通告がな

かったわけでありますが、現在、把握してお

りますので、把握している範囲内でお答えし

たいと思います。

ＭＧインターナショナル株式会社に対しま

しては、今般、三沢市より経営支援を目的と

する出資金が拠出され、当社は、いわゆる第

三セクターとなったところであります。この

ことにより、三沢市は出資割合において４８

％を占める当社の筆頭株主となり、経営面に

おける単なる支援にとどまらず、事業運営に

直接参画できる立場となりました。

このことから、中心市街地活性化基本計画

の理念を広く事業に浸透させ、積極的に経営

に関与し、安定した経営体制の確立を進めて

いく大きな責任と権限があるものと考えてお

ります。

ＭＧインターナショナル株式会社の決算書

等につきましては、積極的に市民の皆様に公

表してまいりたいと考えております。具体的

な方法と内容、時期等については、今後、役

員会等で議論することになると思いますが、

貸借対照表等の市民の皆様への公表を前提と

して、役員会には臨んでいきたいと考えてお

ります。

次に、いつ出資金が払い込まれたのか、登

記は未了であるということでございますが、

市のほうから払い込んだ日付は３月２日でご

ざいます。３月７日までに払い込むというこ

とでありましたので、既に先方にも届いてい

るかと思いますが、登記につきましては、３

月１８日にも臨時株主総会が予定されており

ますので、あわせて三沢市の出資金について

も登記になるものと考えます。

次に、最終的な責任者はだれかということ

でございますが、代表取締役という役職の方

が最終的な責任者になるものと理解しており

ます。

それと、取締役と監査のことですが、これ

は、現在、市長、副市長と検討を重ねており

ますが、臨時の非常勤ということで、給与等

は払い込まれません。予算には影響いたしま

せん。

以上です。
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○副議長（小比類巻雅彦君） この際、申し

上げます。

本日の会議は、議事の都合により、あらか

じめ、午後４時３０分まで延長します。

１２番。

○１２番（野坂篤司君） マニフェストに関

しての再質問をさせていただきます。

いわゆる市長が選挙に打って出るわけであ

りますが、何をやってどうするかというの

は、こういう三沢市総合振興計画というもの

を皆さんに渡して、理解しろと言ってもなか

なか難しいわけですが、それぞれが各いろい

ろな市で今マニフェストを出しているわけで

すが、例えば恵庭市は、こういうふうなもの

を毎戸配付して、毎戸配付ということは、市

の予算でなくて、自分が選挙に出るときに、

こういったことをやって、八つの重点事項を

やるのですとか、例えば奥州市の、みんなで

つくる豊かな奥州市、これは市民の皆様との

約束ですよと。最低限、これとこれとこれは

必ずやりますと。

財源が必ず出されておりまして、財源とか

そういったものをきちっと出す。期限、財

源、工程がきちっと決められてやっていると

いうことで、いついつまでにやりますと。４

年なら４年、それから長期のものは長期のも

の、そういったことをきちっと出すことが、

いわゆる私が冒頭で言いましたように、市長

は何をやりたいのかなと、どういうことをや

りたのかなと。

ということは、どういうことかと申します

と、市の職員の人たちも、よし、これに集中

していこう。それが徹底されると、市民も、

こうなのだよということで、一つの方向に向

かっていくわけです。

ですから、私は、選挙に出る人は、できれ

ばこういうものをきちっと出していただい

て、そういうもので自分の立場を明確にする

ということが非常に大事だと思います。

今、大変失礼な話ですけれども、市長は大

変すばらしい方なので、対戦相手がないよう

な感じがしますが、もし対戦相手が出て、も

しの話はできませんが、きちっとしたマニ

フェストを出す、そういう部分があったとき

に、そういう部分でも市長は、三沢市総合振

興計画があるから、私は一切やらないと。マ

ニフェストというもののこういうものに関し

ての、市民に対してわかりやすい、こういっ

たものを出さないと言うのかどうか、もう１

回再質問させていただきます。

もう一つ、今度はＭＧプラザであります

が、先ほどの答弁では、大株主であります

が、非常に私は会社の経営で大事なことは、

大株主であるということは、いわゆる予算権

と人事権を持っていないとやれないのです

よ。要するに、社長になる人が、いわゆる大

株主の人がそこに出ていって。三沢市からそ

れなりのお金を払って、非常勤というのはど

ういうことなのかと。逆に言うと、責任を持

たないのかということを感じてくるわけで

す。

先ほどの貸借対照表というのは、決算書に

全部含まれますので、毎月出さなくてもいい

のです。決算書だけあればいいわけですけれ

ども、そういう意味で、人事権という部分に

関して、それから予算権、そういうものがあ

るのかないのかということをなぜ聞くかと申

しますと、今、新聞紙上でしか私たちはわか

らないのですが、株主が決まりました。市か

らも２人出ました。

わかりやすく言うと、私は野球好きなので

わかりやすいのですが、野球の試合をすると

きに、ベンチに監督、コーチがいっぱいいま

すけれども、野球をやる人がいないのではな

いかという感じがします。実際にグラウンド

に立ってやる人はだれがいるのでしょうか。

ということは、タウンマネジャーとか、そう

いう実際に指揮する人がいるのか、実際に

ピッチャーがいて、キャッチャーがいて、打

つ人がいるのかということです。

たまたま１年前に、黒川温泉という、熊本

県に行ったことがあります。そこの観光協会

の事務局長は、全国から公募したのですが、

名古屋から来て、その人が見事な立ち直りを
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させ、積極的にやっている方もいます。

私はむしろ、こういういろいろなものがあ

りますが、いろいろなものが整ったのです

が、一番大事な、だれがやるのか、だれがや

らせるのか。それから、予算権と人事権を

持った人が直接これにかかわり、最終的に大

株主の市が責任を持つべきだと思いますが、

その辺の考え方をお願いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁を願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

マニフェストをつくるのかつくらないのか

というような質問だったと思います。私は、

マニフェストは、振興計画は持っております

けれども、なかなかわかりにくいということ

で、改訂版というわけにもいかないし、それ

は選挙民に対してはわかりやすくやっていか

なければならないということがあると思いま

すので。

今度、選挙公報といいますか、三沢でもそ

ういうことをやることにしておりますので、

それは、もちろんそういうことをやっていか

なければならないと思いますが、いずれにし

ても、６本柱の中で前期、後期あるわけであ

りますので、そんな中でのそういう取り組み

方向について、主なるものだけでも、もしわ

かりにくいとなればやる必要があると思いま

すし、また、わかりにくいという、何を云々

というようなことの中で、ホームページなん

かにも公表していく方法もあるのかなと思っ

ております。

いずれにしても、わかりにくいということ

に対して、やっぱりわかってもらわなければ

ならないわけでありますので、そういう努力

はしたいと思います。

以上です。

○副議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） ＭＧプラザの再質

問についてお答えをいたします。

市が大株主になることによって、市の意向

がどのぐらい、どういうふうに働くのかとい

うのが非常に関心事というか、質問の趣旨だ

ろうと思いますが、市は、役員として、取締

役の非常勤として市のほうから１人、それか

ら監査役として１人、これは今後選任されま

すが、その場合において、非常勤の取締役

は、大株主ということで、私は、相当発言

力、発言権限というのは大きいと思いますの

で、それは取締役会の中で、総会の中でも、

それは当然に市のほうの考え方が大きな重み

を持ってくるだろうというふうに思っており

ます。

それから、予算権と人事権でございます

が、これについては、人事についても予算に

ついても、これは取締役会、総会で決定され

るべきことなので、市は発言力を持ちます

が、任命権者というふうな、そういう権限は

私は持たないだろうというふうに思います。

それから、監督、コーチだけで、動く人が

いないのではないかということですが、これ

は、これから商工会、それから市のほうと、

事務的にどう進めていくのか、それから、も

ちろんＭＧプラザの内部のほうで、どう進め

ていくのかということは、今後、当然にそこ

は考えていかなければならないこと。

それから、タウンマネジャーのお話があり

ましたが、これは今いろいろと選考を進めて

おりまして、その方向で今、商工会のほうで

検討されているというふうに聞いておりま

す。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再々質問をさせて

いただきます。

先ほど市長から、改訂版といいましょう

か、わかりやすいものをぜひつくっていきた

いという前向きのお話をいただきました。大

変私は大事なことだと思います。

このマニフェストに関しても、私たちも

ローカルマニフェストの会員でもあります

し、そういったことの勉強もしておりますの

で、そういったいろいろな部分での知恵をぜ



― 63 ―

ひかりていただきたいし、出したいというも

のもあります。そういった人の考え方も聞き

ながら、そういうことを積極的につくってい

く考えがあるかどうか、質問いたしたいと思

います。

それからもう一つ、ＭＧの話ですが、タウ

ンマネジャーに関しても、公募をするのかど

うかというふうな話は、これはまだそれぞれ

が、公募するのかどうかという話を聞いたわ

けですが、それまでは会社でやるのかどうか

わかりませんが、公募するのかどうかという

ことを一つ聞きたいと思います。

それから、１２月に可決したわけですが、

このときに、私は反対意見の中で、なぜこん

なに急ぐのかと、３月の議会でもいいのでは

ないかという話をした覚えがあります。その

ときに、収支予算を出されたときに、ＭＧプ

ラザの建設費や、さまざまな関係者の支払い

もいっぱいあるのだという話があったのです

が、今、この分の市からの、１８日に株主総

会があるのですが、この中で、そういった支

払いとか、全部を終了するのか、前もって

払っているのか、これから払うのか、これが

非常に大事なのですが、もう払ったのかどう

か、この辺も最後に聞きたいと思います。お

願いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

マニフェストを積極的にやるのかやらない

のかと。この種のマニフェストというのは、

どちらかというと政党とかそういうものがな

じむのではないかという感じはしますけれど

も、いずれにしても、すべてが自由になる財

源でもないわけですので、必ずひもがつくわ

けであります。

そういう中での、与えられた範囲内でのそ

ういう方向、それはもちろんすべてがひもが

つくわけではありませんので、そういうこと

についての、やはり三沢についての方向づけ

というものに対して、手段としてどういうも

のをやるかというのが問われるわけでありま

すので、そういうことについて、私はできる

範囲内で、そういう計画というものを持って

いくわけでありますので、そういうことで御

理解をいただきたいと思います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） ＭＧプラザの関係

で、タウンマネジャーについて公募するかど

うかということですが、具体に今、公募する

かどうかというところまでは聞いておりませ

んが、そういう方法も一つの方法だろうなと

いうふうに考えております。

それから、お金を払っているのかどうかと

いうことに関しては、これはまだ確認をして

おりませんが、ただ、まだ役員会、総会があ

りますので、私はその段階で具体に話し合っ

た上でやるものだというふうに思いますが、

そこはまだ確認をしておりません。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１２

番野坂篤司議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（小比類巻雅彦君） 本日は、これ

をもって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ４時０１分 散会


